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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

タイの経済は、1960年代に開始された国家開発計画のもとでめざましい高度成長を達成し、こ

れに対応して社会基盤の整備も進められてきた。その一環として 1984年、飲料水の安定供給のた

め、タイ水道技術者の養成を目的とした国立水道技術訓練センター（ＮＷＴＴＩ）の設置が計画さ

れ、わが国はタイ政府の要請を受けて、無償資金協力により、1987年から 1989年にかけてバンコ

クに中央訓練センター（ＣＩＣ）、およびチェンマイ、コンケン両地方訓練センター（ＲＴＣ）を建

設し、1985年 12月から 1991年 11月にかけて、「タイ水道技術訓練センタープロジェクト（フェー

ズⅠ）」を実施した。

しかし、その後の急激な経済発展のために水道水の利用は著しく増加し、他方、生活および工

場排水による河川の汚染が進行して従来の水処理方法では対応できなくなってきた。また、タイ

側はフェーズⅠでは協力の対象にならなかった南部（ソンクラ）にもＲＴＣを設置することとした

が、南部は地理的・社会的に他の地域と条件が異なっており、フェーズⅠで移転済みの技術では

対応が困難であることが判明した。

このような背景のもと、タイ政府は 1993年、わが国に、①ＮＷＴＴＩのいっそうの機能強化、

②より高度な水道技術を有するタイ水道技術者の養成、③タイ南部地域の特殊性に対応できるタ

イ水道技術者の養成、④タイ水道技術者の研究開発能力の向上を目的とした、プロジェクト方式

技術協力（フェーズⅡ）の協力を要請してきた。

これを受けて国際協力事業団（ＪＩＣＡ）は、1 9 9 4 年６月に討議議事録（R e c o r d  o f

Discussions：Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、「タイ水道技術訓練センタープロジェクト（フェーズ

Ⅱ）」を、1994年９月１日から 1999年８月 31日まで、５年間の予定で実施中である。

本調査団の目的は、プロジェクト終了を約３カ月後に控え、プロジェクトの活動実績、管理・

運営状況、カウンターパートへの技術移転状況などを、日本・タイ合同で評価し、目標の達成度

を判定するとともに、協力終了までの活動方針について、タイ側と協議することである。また、評

価結果から他のプロジェクトの形成、運営、評価などに参考となる教訓を導き出し、わが国の今

後の対応、タイ側独力でのプロジェクト運営などについて提言を行うことも目的としている。
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１－２　調査団の構成

氏　名 担当業務 所　　　　属

小　林　康　彦 団長／水道経営・水運用制御 財団法人日本環境衛生センター専務理事

眞　柄　泰　基 浄水・水質 北海道大学大学院工学研究科都市環境工学専攻教授

石　井　健　睿 水資源管理 東京都水道局経営計画部長

村　上　雄　祐 水資源企画 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課

笹　尾　隆二郎 評価調査 IC Net株式会社シニアアナリスト

１－３　調査日程

調査期間　1999年５月 12日～５月 21日（10日間）

日順 月日（曜） 行　程 行　程　内　容

1 5月 12日（水） 東京→バンコク 移動、眞柄団員以外バンコク着

2 13日（木） ＪＩＣＡタイ事務所打合せ、在タイ日本大使館表敬、

首都圏水道公社（ＭＷＡ）表敬、地方水道公社（ＰＷＡ）表敬

3 14日（金） プロジェクトの全体状況、活動分野別状況に関する日本人専門家

チームとの協議、眞柄団員バンコク着

4 15日（土） 団内打合せ、資料整理

5 16日（日） 資料整理

6 17日（月） プロジェクトの全体状況、活動分野別状況に関するタイ側評価チーム、

日本人専門家チームとの協議

7 18日（火） ミニッツ案に関する日本人専門家チーム

およびタイ側評価チームとの協議

8 19日（水） 合同調整委員会（ＪＣＣ）への協議内容報告、ミニッツ署名・交換

9 20日（木） サムレイ取水場、バンケン営業支店、バンケン浄水場見学、

眞柄団員バンコク発・帰国

10 21日（金） バンコク→東京 移動、眞柄団員以外バンコク発・帰国

１－４　主要面談者

＜タイ側＞

（1）首都圏水道公社（ＭＷＡ：The Metropolitan Waterworks Authority）

Mrs. Chuanpit Dhamasiri Governor

Ms. Watana Yuckpan Deputy Governor (Administration)

Mr. Santi Somboonviboon Assistant Governor (Administration)
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Ms. Wantana Manomaiwiboon Director, Human Resources Development Department

Mr. Nopadol Hengsuvanich Director, CTC

Mrs. Porntip Chatdhamrong Staff

（2）地方水道公社（ＰＷＡ：The Provincial Waterworks Authority）

Mr. Tanya Hanpol Governor

Dr. Kanlaya Reuksuppasompon Director, Training and Personnel Development

Department

Mr. Ampai Muadthong Director, RTC Khonkaen

Mr. Wichit Kanghae Director, RTC Songkhla

Mr. Pichaya Chuchuen Director, RTC Chaingmai

Ms. Karuna Varintrawat Staff

（3）プロジェクト専門家

山崎　章三 チーフアドバイザー

ポルト雅美 業務調整

笹山　　弘 水資源管理

酒井　康宏 無収水量管理

小田　直正 高度化浄水処理

田坂　　望 水運用制御

＜日本側＞

（1）在タイ日本大使館

山田　英樹 一等書記官

（2）ＪＩＣＡタイ事務所

岩口　健二 所長

笛吹　　弦 所員

１－５　終了時評価の方法

（1）合同評価

終了時評価は、本調査団とタイ側評価チームが合同評価チームを構成して、合同評価にあ

たった。タイ側評価チームは首都圏水道公社総裁と地方水道公社総裁の指名により選出され
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たメンバーで、その構成は以下のとおりである。

＜タイ側評価チーム＞

・Mr. Santi Somboonviboon Assistant Governor (Administration),

The Metropolitan Waterworks Authority

・Ms. Wantana Manomaiwiboon Director, Human Resource Development Department,

The Metropolitan Waterworks Authority

・Dr. Kanlaya Reuksuppasompon Director, Training and Personnel Development

Department, The Provincial Waterworks Authority

・Mr. Ampai Muadthong Director, RTC 2 (Khonkaen)

・Mr. Wichit Kanghae Director, RTC 3 (Songkhla)

・Mr. Pichaya Chuchuen Director, RTC 1 (Chaingmai)

・Mr. Nopadol Hengsuvanich Director, CTC

・Mrs. Porntip Chatdhamrong Staff, The Metropolitan Waterworks Authority

・Miss. Karuna Varintrawat Staff, The Provincial Waterworks Authority

（2）評価手法

終了時評価は、ＪＩＣＡプロジェクト・サイクル・マネージメント（ＪＰＣＭ）手法に基づ

いて行われた。ＪＰＣＭ手法による評価とは、プロジェクト管理のための要約表であるプロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）を用い、評価時点での計画達成度（計画の達成

状況もしくは達成見込み）を踏まえたうえで、以下の評価の５項目（目標達成度、効果、実施

の効率性、計画の妥当性、自立発展性）の観点から行う多面的な評価である。

1） 実施の効率性

本項目は、投入と成果の関係から効率性を判断する項目である。基本的には、投入に対

する成果が大きいほど効率性は高く、投入と成果の両方を金銭価値で把握できれば、内部

収益率のような指標でとらえることが可能である。そのような定量化が難しい場合は、結

果としての成果を与件とし、それに対する投入の質・量およびタイミングの適正さを判断

する。

2） 目標達成度

本項目は、目標の達成原因を明らかにする。特に成果がどのようにプロジェクト目標に

結びついたか、また活動がどのように成果に結びついたかを、プロジェクトの管理できな

い外部の阻害要因も考慮して明らかにする。これにより、評価が表面的な計画の達成度の
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確認作業にとどまらず、教訓となるべき成功要因・失敗要因を抽出でき、また、より公正

な評価ができる。

3） 効果

ＪＰＣＭ手法における「効果」とは、プロジェクト目標レベルや上位目標レベルで実現さ

れる効果である。当初予期されなかった効果を含み、また、プラス・マイナス両面を考慮

する。この項目からも、今後のプロジェクト計画立案の参考となる教訓を導くことができ、

より公正な評価ができる。

4） 計画の妥当性

計画の妥当性とは、プロジェクトの計画が重要でありかつ合理性を持っているかどうか

の判断であり、被援助国の開発政策との関係、実施機関のニーズの大きさといったマクロ

の視点と詳細計画の妥当性というミクロの視点の両方から判断される。

5） 自立発展性

本項目は、プロジェクト終了後、相手国の実施機関が独力で活動および成果を維持発展

できるかどうかをみる項目であり、組織／制度・財務・技術の３点から判断される。

通常、ＪＰＣＭ手法を用いて評価を行う場合には、プロジェクトの開始時点から同手法に

基づいてＰＤＭが作成され、活用されていることが前提となる。本プロジェクトも、開始時

点においてＰＤＭは作成されている。ＰＤＭの内容には、以下のようにいくつか改善すべき

点が見受けられるものの、基本的には論理的に作成されているので、合同評価チームは、適

宜必要な指標などを補いながら、本ＰＤＭを評価の基本的なツールとして活用することとし

た。

ＰＤＭの主な改善点は以下のとおりである。

・上位目標・プロジェクト目標・成果の各指標がやや漠然と設定されている。一部の指標（例：

研修の回数）は、Ｒ／Ｄの付属文書など他の文書にも記載されているが、研修運営の自立性

を測るような指標は明確には設定されていない。

・指標の入手手段も必ずしも明確に設定されていない。

・プロジェクトで管理可能なことがらが、外部条件（プロジェクト関係者で管理不能かつ重要

な外部要因）に含まれている。

・モニタリングや総務などの活動が、活動の欄に記載されていない。

各団員は、質問票を用いて専門家、カウンターパート、その他プロジェクト関係者に対し

インタビューを実施したり、ＭＷＡ・ＰＷＡに事前に送付した質問票の結果を分析するなど

の実態把握をしたうえで、上記の５項目による評価を行った。
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第２章　要約

本調査団は 1999年５月 12日から同 21日までの日程でタイを訪問し、「タイ水道技術訓練セン

タープロジェクト（フェーズⅡ）」にかかる終了時評価を行った。終了時評価はタイ側評価チーム

との合同評価の形で行い、計画達成度を把握するとともに５項目評価（目標達成度、効果、実施の

効率性、計画の妥当性、自立発展性）を行った。

この結果、プロジェクト活動は当初計画どおり進展し、プロジェクト終了までにすべての協力

分野で目標を達成できることが明らかになった。このため、予定どおり1999年８月 31日をもって

技術協力を終了することとし、延長およびフォローアップの必要はないと判断した。これら評価

調査ならびに協議事項はミニッツ：合同評価覚書（資料１）に取りまとめて、タイ側と署名を取り

交わした。

本調査団の団長総括ならびに５項目評価の要旨は、以下のとおりである。

（1）団長総括

1960年代から30年を超える日本・タイの協力関係は、タイの水道発展に寄与したばかりで

なく、わが国の発展途上国に対する水道整備・運営に関する技術協力のモデルケースの役割

を果たしてきた。なかでも「タイ水道技術訓練センター（ＮＷＴＴＩ）プロジェクト」の技術協

力は、水道分野では画期的なものであり、その活動は他分野へも波及している。同プロジェ

クト（フェーズⅠ）の実績を受けて始まった今回のプロジェクト（フェーズⅡ）は、企画立案か

ら実施に至るまで、大きな成果を収めて終了しようとしている。これは、フェーズⅠの経験

が十分に生かされたためといえよう。

この間、タイは深刻な経済危機に遭遇したが、タイの関係者の尽力でソンクラ地方訓練セ

ンター（ＲＴＣ）の施設も整備され、当初の目標を達成できたことは喜ばしい限りである。プ

ロジェクトに関係された多くの方々のご尽力に敬意を表したい。

水道事業においては、人材の確保と資質の向上がきわめて重要であり、そのための研修活

動の役割も十分認識されている。また、複雑さを増している種々の課題を開発するために調

査研究、技術開発の強化が不可欠であるとの考えも広く受け入れられている。さらに、国際

的な視野のもとでの活動の重要性も理解されつつある。

この観点からフェーズⅡで設定された３つのプログラム（教育訓練、研究開発、情報交換）、

研修・調査研究で設定された５分野（水資源管理、浄水処理の高度化技術、水運用制御、無収

水量管理、営業事務改善）は、最新の動向も加味して適切なものであったと評価できる。

日本側の専門家派遣も順調に行われた。タイ側カウンターパートは当初は十分でなかった

が、後半は計画以上の配置が行われ、日本研修も適切に実施された。機材については一部導
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入のタイミングが遅れた面はあるが、適切に活用され、その使用について、タイ側カウンター

パートの習熟も順調である。

一方、情報交換に関して、近隣諸国との交流は予想以上の進展をみせており、今後のため

の基盤は形成されたと認められる。

ＮＷＴＴＩは本プロジェクトを契機に首都圏水道公社（ＭＷＰ）および地方水道公社（ＰＷＡ）

の共同事業として設立・運営されている。14年にわたる協力関係は、タイの水道事業の発展

に大いに寄与した。プロジェクト終了後、現在の形態が継続されるかどうか懸念されるとこ

ろではあるが、高いレベルで効率的に人材養成、調査研究、情報交換を行っていくために、一

本化されたセンターは望ましい姿であり、今後、タイ側がＮＷＴＴＩの機能を強化拡充して

いくことを期待したい。

以上、フェーズⅡで想定したレベルの研修に関しては、タイ側独力で運営管理できるレベ

ルに達したと評価できる。しかし、タイの国力が向上し、水道においてもおおむね自立し得

るレベルに達した今日、技術移転という観点に加えて次なるステップ、すなわちパートナー

シップの樹立という課題をめざす試行期に入り、次世代の協力関係のあり方を追求すべき段

階を迎えていると考える。

この観点を基本としつつも、より高いレベルの研修や、事業運営における基本施策の策定・

実施については、日本のサポートが適切かつ必要な分野が残されている。特に、調査研究は

緒に就いたばかりであり、藻類・原虫、高度浄水処理、システム管理など、タイ側にとって

新規な課題については、引き続き日本からの技術移転が必要と考えられる。

（2）５項目評価

1） 目標達成度

研修、研究開発、情報交換のいずれの分野も、当初目標はよく達成されている。プロジェ

クトは経済危機に遭遇し、タイ政府の支出凍結令で研修の実施が遅れたり、ソンクラ

ＲＴＣの建設が遅れるなどの影響があった。しかし、関係者の努力で研修実施の遅れは数

カ月で済み、またソンクラＲＴＣの研修コースは代替施設で行われるなど、経済危機の影

響は軽微で済んだ。

2） 効果

直接的効果については、上位目標に掲げられたような効果が、発現しつつある。すなわ

ち、現在のペースで研修が実施されていくと、５年後には、設立当初以来の累積ベースで

ほぼ2000名の人材が養成されることになる。このほか、研修を通じて、日頃別々に活動し

ていたＭＷＡとＰＷＡの両職員の間に交流が生まれるとともに、ＮＷＴＴＩの研修事務局
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としてプロジェクトに参加したＭＷＡとＰＷＡの両職員は、本プロジェクトの研修運営を

通じ、研修監理のスキルを身につけたと思われる。

一方、間接的効果については、最近、多くの近隣諸国が、たとえば第三国研修を通じて、

ＮＷＴＴＩ（中央訓練センター：ＣＴＣやＲＴＣ単体を含む）に視察団や研修員を派遣して

いる。その結果、これらの国々のなかからＮＷＴＴＩをモデルとした研修センターを設立

しようという動きが出てきた。これは、水道事業関連の人材養成面での、他国に対する本

プロジェクトの間接的な効果といえる。

3） 実施の効率性

a） 投入のタイミングの妥当性

日本側の専門家派遣は特に問題なかった。機材供与では Gas Chromatograph Mass

Spectrometer（ＧＣＭＳ）など一部機材の供与が遅れたが、ほぼ予定どおり行われた。研

修員の受入れは、一部プロジェクト活動の研究開発の時期と重なるなどの事態はあった

が、おおむね問題はなかった。

タイ側の土地、施設、機材の提供のうち、ソンクラＲＴＣについては、工事の完成が

遅れたが、他は順調だった。

b） 投入と成果の関係

日本側の専門家派遣については特に問題ないが、短期専門家の派遣は、分野が細かい

ために、ニーズと完全にマッチしない面もみられた。機材供与はフェーズⅠで投入した

機材との重複もなく、研究開発に役立っている。研修員の受入れも、アンケートなどに

よると、十分効果があった模様である。

タイ側の土地、施設、機材の提供については特に問題なし。カウンターパートの配置

は、プロジェクト期間の前半、必ずしも十分ではなかったが、後半に改善された。ロー

カルコストの負担については特に研修旅費の負担が厳しく、研修期間短縮などの措置が

とられた。

c） 無償その他の協力形態／ＯＥＣＦ、第三国機関、国際援助機関の協力とのリンケージ

関連した活動として、第三国研修プログラムと中堅管理者養成研修（コストシェアリ

ングコース）がある。特に、第三国研修プログラムは、本プロジェクトの施設を活用した

研修であり、ＪＩＣＡ全体としての協力の効率性を高めている。

4） 計画の妥当性

a） 上位目標の妥当性

タイの第８次国家経済社会開発計画（1997～ 2001年）は、水道事業をかなり重視してい
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る。水道事業に関する施策推進のためには、水道技術者や管理者の育成が必須であり、そ

の意味で本件の国家的な見地からの重要性は高い。

b） プロジェクト目標の妥当性

本件の事前調査の際に行われたサーベイによると、プロジェクト開始後の５年間にお

ける、本プロジェクトの対象５技術分野にかかる人材養成の総需要は、ＭＷＡで2250名、

ＰＷＡで１万 732名と推定され、大きな需要があった。プロジェクトは研修に関する当

初目標を達成しているが、これは、この全体需要の一部にすぎない。現在でも研修に対

する需要は高く、本プロジェクトは、受益者（実施機関）のニーズに応えた、必要性の高

いものであったといえる。

c） 上位目標、プロジェクト目標、成果および投入の相互関連性

成果指標が研修（コースの実施数と受講生の数）については明確化されているが、それ

以外の分野は、指標設定がやや弱い。研修については、研修直後のアンケートなどを利

用する質の面の指標や、研修運営の自立性を測る指標（たとえば分野別最終コースの講師

に占めるカウンターパートの割合）があれば、なおよいと思われた。

5） 自立発展性

a） 制度的側面

少なくともこれから１～２年は、ＮＷＴＴＩは現在の形態を保つのではないかと思わ

れるが、ＮＷＴＴＩは特定の法律の裏づけや独自の定款を持った機関ではないため将来

の位置づけには不確定なところがある。ただ、仮にＮＷＴＴＩが解散する事態になって

も、プロジェクトで築かれた研修の基盤や体制は、ＭＷＡ・ＰＷＡの両機関に受け継が

れるであろうから、実質的な組織・制度上の持続性は低くないといえる。

調査団の専門家によるインタビューにより、タイ側が大学や政府機関の支援を受けな

がら今後も自力で、今までとほぼ同様な研修を実施できることが確認されている。また、

カウンターパートに対して実施したアンケートでは、彼らが今後もＭＷＡ・ＰＷＡの両

機関にとどまる意向が確認されている。これまで、カウンターパートが両機関以外へ流

出する例は、ほとんどなかった。

b） 財務的側面

本プロジェクトの財務的な自立発展性は高い。過去５年間、上位機関であるＭＷＡ・

ＰＷＡは、継続的に強力な支援を続け、建設費などを除いた経常的費用だけでも、両機

関の合計で毎年、平均 200万バーツ（１バーツは約 3.4円、評価調査時）が投入されてき

た。またＰＷＡは、ソンクラＲＴＣの建設のため、約 4600万バーツを投入した。これら

の投入は日本側の年平均約 1000万円の計上支出、760万円のソンクラＲＴＣへの建設支
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援と比較しても、決して小さな規模ではない。

こうした過去の実績に加え、両機関は問題のない財務状態にある。

c） 技術的側面

人材面は、a）で述べたとおりであるが、機材の維持管理体制に関しては、充実してい

るとはいえず、これを強化する必要が感じられた。
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第３章　プロジェクトの当初計画

３－１　タイ側の要請とわが国の対応

３－１－１　タイ側要請書要約

タイ側が 1993 年２月付で技術協力を求めてきた「タイ水道技術訓練センタープロジェクト

（フェーズⅡ）」の要請書の要旨は、以下のとおりであった。

（1）プロジェクト名称

タイ水道技術訓練センタープロジェクト（フェーズⅡ）

The National Waterworks Technology Training Institute (ＮＷＴＴＩ) Project-

Phase Ⅱ

（2）要請機関

内務省首都圏水道公社（ＭＷＡ）、地方水道公社（ＰＷＡ）

（3）要請の背景

タイは、過去30年間にわたり国家開発計画のもとで急速な経済発展に対応する社会基盤

整備を進めてきた。とりわけ、通信、灌漑、電気、水道などの公共社会インフラの整備や

維持管理に力を入れている。特に国家経済社会開発委員会（ＮＥＳＤＢ）の主導において、

①環境への配慮も含めた天然資源の友好活用、②地方における衛生面の充実および飲料水

の供給による生活の質の向上など、地方の開発に重点をおいた計画が策定され、国家開発

５カ年計画に盛り込まれた。

国家開発計画にうたわれた公共福祉の向上を増進していくために、ＭＷＡおよびＰＷＡ

の両機関は、水道分野の技術レベルの向上および人材の開発を目的とした水道技術訓練セ

ンター（ＮＷＴＴＩ）の設立を日本に要請した。これを受けて日本側は無償資金協力により

同センターを建設し、1985年から 1991年にかけてプロジェクト方式技術協力を実施した。

同プロジェクトは、効率的かつ包括的な協力により、水道供給に関する適切な計画・施工・

維持管理、効率的な運営管理についての研修コースを開設し、両機関の人材の育成を通し

て同部門の抱える問題点の解決に大きく貢献した。

しかし、急速な経済発展のもとに産業による利用も含め水道水の利用は著しく増加し、

天然資源から入手可能な水量では足りない状況が生じている。また、生活排水や、工場排

水により汚染された運河や、河川の水の再利用に関する問題はさらに深刻となっている。



- 12 -

このような状況では、従来の水処理方法では十分とはいえない。限りある水資源を有効に

保全・活用し、清浄で安全な水の供給を行うためには、さらに効率的で高度な技術が必要

である。このためには、特に下記に示す課題を解決する必要がある。

1） 良好な水資源の不足

2） 水質汚染

3） 適正技術の不足

4） 無収および無効水量の削減

5） 訓練された人材の不足

（4）プロジェクトの目的

1） 短期的目標（プロジェクト目標）

ＮＷＴＴＩが現在実施している研修プログラムを強化するとともに、下記に示す高度

な水道技術分野について、レベルアップを図る。

・水資源の開発、管理

・高度な水処理技術

・水運用制御技術

・無収および無効水量の防止対策

・顧客サービスの向上

2） 長期的目標（上位目標）

・生活用および産業用に十分で安全な水道水を供給するために、より効果的で洗練され

た技術を確立し実用化する。

・水道分野に関する技術サービスを国内の教育機関、近隣国および国際機関に供給する。

（5）プロジェクトの活動内容（要請内容）

1） 日本側による投入

・長期専門家７名、短期専門家３名

・機材供与３億円 Central Training Center（ＣＴＣ）１億 2000万円

Regional Training Center：ソンクラ（ＲＴＣ）１億 8000万円

・研修員受入れ　技術研修　20名、ツイニング研修　10名（上級管理者の実務研修）

2） タイ側による投入

・施設　既存施設 ＣＴＣ：バンコク、

ＲＴＣ：チェンマイ、ＲＴＣ：コンケン

　　　新規施設 ＲＴＣ：ソンクラ（建設費　約２億 6000万円：タイ側負担）
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・カウンターパート ＭＷＡスタッフ　15名（ＣＴＣ）

ＰＷＡスタッフ　15名（ＲＴＣ）

・ランニングコスト

・その他、適切な人員配置

3） アウトプット

・高度な水処理技術研修コースの実施（185コース、2275～ 3425名）

・シンポジウム、技術会議、セミナーなどの実施（最低２回以上）

・教育および広報普及活動

・研究および技術サービス

（6）運営体制

1） 理事会（Board of Directors：ＢＯＤ）

ＭＷＡ、ＰＷＡ、大学、地方自治体などからなる12名のスーパーバイザーで構成され、

ＮＷＴＴＩの活動に関する政策を決定する。

2） 合同調整委員会

ＭＷＡ、ＰＷＡの幹部、ＮＷＴＴＩの所長、ＪＩＣＡ専門家によりプロジェクトの運

営にかかわる協議を行う。

3） その他

ＮＷＴＴＩの所長、副所長はＭＷＡおよびＰＷＡの幹部職員がＢＯＤの指名によって

その任務にあたる。所長は、ＮＷＴＴＩの運営に対する責任を負う。

３－１－２　わが国の対応

上記タイ側要請を受け、1993年５月、ＪＩＣＡはフェーズⅡにかかるわが国の作業を開始し、

1994年１月、真柄泰基氏を団長とする事前調査団の派遣を経て、タイ側との間で、以下の各項

について具体的協議が重ねられた。

（1）高度技術の研修の実施

（2）南部地域で開催されるソンクラＲＴＣへの協力

（3）より適切な水道技術研修のための研究開発態勢の整備

（4）ＮＷＴＴＩの機能強化

その結果を受けて、実施協議調査団が派遣された。

実施協議調査団は1994年６月12日からＭＷＡ、ＰＷＡ、ＮＷＴＴＩなどの関係機関との協議、

視察を実施し、討議議事録（Ｒ／Ｄ）、暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：

ＴＳＩ）の内容について合意し、17日、小林康彦調査団長、ＭＷＡ総裁 Suvich Futrakulおよび
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ＰＷＡ総裁 Wisit Lorterapongとの間で、Ｒ／Ｄおよびミニッツに署名・交換した。

タイ側との協議は、技術協力の一般事項での意見調整が必要ではあったが、水道の協力内容

については事前調査団ミニッツおよびメモランダムをベースとして円滑に進み、内容を固めた

うえでＲ／Ｄおよびミニッツの作成ならびに署名・交換を行うことができた。これにより、タ

イ側とのプロジェクトの正式発足の準備はすべて完了したことになり、実施のための本格的な

準備に移ることになった。

３－２　プロジェクトの成立と経緯

タイ政府が「タイ水道技術訓練センタープロジェクト（フェーズⅡ）」を要請してきたのを受け

て、ＪＩＣＡは 1994年６月 17日、討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、技術協力を開始し

た。

協力内容は、①ＮＷＴＴＩのいっそうの機能強化、②より高度な水道技術を有するタイ水道技

術者の養成、③対南部地方の特殊性に対応できるタイ水道技術者の養成、タイ水道技術者の研究

開発能力の向上を目的とした技術移転─である。

本プロジェクトの協力実施プロセスは、以下のとおりである。

（1）事前調査（1994年１月 13日～１月 26日：14日間）

調査日程は以下のとおりである。

1） 要請内容の確認

2） プロジェクトサイト視察による現状把握

3） プロジェクト実施の基本方針についての協議

本調査の結果、協力の基本的枠組みを含むプロジェクトの骨子（目標・活動・運営体制）を

確定した。

（2）実施協議調査（1994年６月 12日～６月 21日：10日間）

調査内容は以下のとおりである。

1） プロジェクト実施の基本方針の確認

2） プロジェクト初年度の活動計画の詳細の協議

本調査の結果、Ｒ／Ｄの署名を取り交わして、①プロジェクトのマスタープラン（目標・成

果・活動を含む）、②暫定実施計画（ＴＳＩ）、③プロジェクト・デザイン・マトリックス

（ＰＤＭ）、④研修実施の詳細目標─が確定した。
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（3）計画打合せ調査（1995年 10月３日～ 10月 13日：11日間）

調査内容は以下のとおりである。

1） 暫定実施計画の進捗状況の確認

2） プロジェクト２年目以降の協力計画の策定

3） 活動計画書の確認およびタイ側との協議

4） 技術的アドバイスの実施

5） その他個別検討事項の協議

調査の結果、①1996年度年次計画、②営業事務分野での長期専門家の派遣──が決まった。

（4）巡回指導調査（1997年 11月 19日～ 11月 27日：９日間）

調査内容は以下のとおりである。

1） プロジェクトの進捗状況の確認

2） 問題点の明確化と検討

3） プロジェクトへの提言・助言

調査の結果、全体活動計画の改訂が行われた。

（5）協力実施過程における特記事項

巡回指導調査時に全体活動計画が改訂された。これは、いわゆる経済危機の影響により、予

定されていた一部の研修の延期を余儀なくされたことなどを考慮しての計画改訂である。

ただし、内容的には、微調整であり、当初計画から特に後退したものではない。

（6）他の援助事業との関連

以下の２つの事業がＪＩＣＡにより実施されている。

1） 第三国研修

東南アジア諸国の研修員に対しタイ国人および個別派遣の日本人専門家が「上水道技術」

分野の研修を実施している。本研修は、プロジェクトのフェーズⅠから引き継いでおり、毎

年 10～ 12カ国、約 18名の研修員を受け入れ、５週間の研修を実施している。本プロジェ

クトの日本側専門家も数名講義に参加し、協力している。

2） 中堅管理者養成研修（コストシェアリングコース）

1992年から 1997年にかけてＭＷＡおよびＰＷＡ職員のなかから毎年 20名程度の中堅管

理者（課長・係長レベル）を選定し、日本に招いている。これは、日本の水道業界とタイの

水道業界とを比較することによって、タイにおける水道事業の経営管理に役立たせようと
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するための研修である。

研修員受入れは、長期専門家が所属する各自治体が行った。タイ側は、タイ国内におけ

る管理職研修（約１週間）、わが国への渡航費用および滞在にかかる旅費を負担し、日本側

（ＪＩＣＡ）は、わが国における研修実施にかかる費用を負担した。

３－３　プロジェクトの目的および当初に設定した技術移転項目

（1）プロジェクトの目的

本プロジェクトは、高度水道技術および地方における適正な水道技術を移転し、人材を養

成することを目的とするが、すでにフェーズⅠで実施した基礎技術は対象としない。

プロジェクト実施機関は Bangkok Central Training Center（ＣＴＣ）およびチェンマイ、

コンケン、ソンクラの各 Regional Training Center（ＲＴＣ）とする。

（2）当初に設定した技術移転項目

1） 教育訓練

a） 高度な水道技術研修を、水資源管理、浄水処理の高度化技術、水運用制御、無収水量

制御、営業事務の改善の各分野について実施する。

b） タイ南部に適した水道技術研修を実施する。

2） 研究開発

タイ水道事業の改善を図るための研究開発を、水資源開発管理手法ならびに解析、最適

浄水処理、最適水運用、科学的漏水防止、経営管理の各分野について実施する。

3） 情報交換

水道技術に関する情報交換を促進する。

なお、プロジェクトの枠組みについては、表３－１のプロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（ＰＤＭ）を参照。
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３－５　プロジェクトの投入計画

（1）日本側投入計画

1） 専門家派遣

a） 長期専門家

７分野６名常駐

・チーフアドバイザー

・業務調整

・水資源管理

・高度化浄水処理

・水運用制御

・無収水量管理

・営業事務

b） 短期専門家

５分野年間 10名程度派遣

・水源管理

・最適浄水処理

・最適水運用

・科学的漏水防止

・営業オンライン導入

2） 研修員受入れ

年度別に決定するが、協力期間中 20名程度

a） 水道事業体における研修

b） 研究機関における研究

c） 上級管理者研修

3） 機材供与

a） ＣＴＣ

b） 既存ＲＴＣ

c） ＲＴＣソンクラ　計 3.3億円

（2）タイ側投入計画

1） プロジェクトの活動に必要な経費

2） スタッフの確保

3） プロジェクト実施体制
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３－６　巡回指導調査団による計画変更の事項と内容

３－６－１　プロジェクトの進捗状況および今後の改善

1994年９月の開始以後３年を経過した時点で、巡回指導調査団が派遣された。プロジェクト

は以下のとおり。山崎章三チーフアドバイザーを中心とする日本側専門家の精力的な努力によ

り、ほぼ順調に計画に沿った運営が行われていた。

（1）実施体制

1） 組織

ＮＷＴＴＩは、ＭＷＡとＰＷＡの下部機関と位置づけられる組織であるが、職員は両公

社の職員で構成されており、行政組織上の位置づけは明確ではない。プロジェクト終了

を約２年後に控え、プロジェクトの自立発展性を確保するため、ＮＷＴＴＩの持続性およ

びＭＷＡとＰＷＡの協力関係の維持発展について、調査団からタイ側に申し入れを行い、

タイ側からプロジェクト終了後のＭＷＡとＰＷＡの協力関係の維持について検討を開始

する旨回答があった。

なお、プロジェクト運営のため、合同調整委員会および運営委員会が設置されており、

プロジェクト開始以来、ＭＷＡの総裁ならびに副総裁がそれぞれの議長（ＰＷＡの総裁な

らびに副総裁が副議長）を務めてきたが、このたび交代し、ＰＷＡの総裁ならびに副総裁

がそれぞれの議長（ＭＷＡの総裁ならびに副総裁が副議長）を務めることとなった（調査

団滞在中の 11月 26日に新しい陣容による合同調整委員会が開催された）。また、これに

伴い、ＮＷＴＴＩ所長は、ＰＷＡからＭＷＡに交代した（副所長はＭＷＡからＰＷＡへ）。

2） 人員

Ｒ／Ｄによれば、26名（ＭＷＡ 13、ＰＷＡ 13）のカウンターパートが配置されること

となっている。ＭＷＡ側のカウンターパートが充足されない状態が続いていたが、日本

側からの再三の申し入れにより、1997年６月から８月にかけてＭＷＡ 13名、ＰＷＡ 17

名、合計 30名が配置されるに至り、現在は数量的には十分なカウンターパートが存在し

ている。

3） 予算

経済情勢悪化に伴うタイ政府の財政難により、タイ側 1997予算年度末（1997年７月か

ら９月まで）のタイ側支出を伴う研修、セミナー、出張などが全面凍結され、本プロジェ

クトにおいても、４研修コースが延期された。タイ側の説明によれば、ＭＷＡとＰＷＡ
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は国営企業で独立採算のため政府からの財政支援はほとんどなく、予算を切り込まれた

わけではないので、研修を行おうと思えばできる状態にあった。しかし、政府関係機関

一律の凍結命令に従わざるを得なかったとのことである。したがって、延期分を1998予

算年度（1997年 10月から）に実施することは可能であり、また、1998予算年度以降のタ

イ側予算確保も可能である。

（2）プロジェクトの活動

1） 研修

水資源管理、浄水処理の高度化技術、水運用制御、無収水量管理、営業事務改善の５

分野について各２つのサブコース、合計 10サブコースが、合計 60回（1995年 10月の計

画打合せ調査団の際に、タイ側からの要望により営業事務改善のコースを増やし、合計

65回）開催されることになっており、すでに 28回（参加人数 500名）を実施済みである。

また、研修実施のための教材作成も順調に進んでおり、現在までに 56タイトルを作成済

みである。

前述のとおり、政府関係機関一律にタイ側の支出を伴う研修、セミナーなどが全面凍

結され、４研修コースが延期されたため、今後の研修コースの実施計画が非常にタイト

なものとなった。また、経済情勢悪化に伴い、できるだけ予算を効率的かつ効果的に使

いたいとのタイ側からの要望もあり、暫定実施計画（ＴＳＩ）および Plan of Operation

for Whole Period（ＰＯ）に記載された研修計画を見直すこととし、浄水処理の高度化

技術分野および営業事務改善分野で調整を行い、最終的に合計 59 回開催することとし

た。

なお、実施協議調査の際のミニッツに添付された表に記載されている各サブコースご

との研修期間についても、研修参加者が現場を長期間離れることの困難さやタイ側の予

算の効果的・効率的使用の観点を考慮して、柔軟な対応が図られているが、現状ではや

むを得ないものと考えられる。

また、各サブコースごとに参加対象者のレベルが限定されている（実施協議調査の際

のミニッツに添付された表に記載）ために、研修を受けたくても受講できない場合がある

との指摘がタイ側からあり、研修実施に支障のない範囲で、参加対象者のレベルの要件

を緩和し、受講機会の増大を図ることとした。

さらに、水資源管理分野の水質管理サブコースと浄水処理の高度化技術分野の水質サ

ブコースの内容にオーバーラップする部分があり、水源から給水までの一貫した水質管

理コースのほうが効果的との指摘がタイ側の専門家からもあったので、サブコースの枠

組みは現状を維持するものの、研修内容については他のサブコースも含め適宜調整と改
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善を図っていくこととした。

2） 研究・開発

水資源管理、最適浄水処理、最適水運用、科学的漏水防止、オンラインサービス導入

の５分野について研究開発が行われ、すでに 21テーマのレポートが作成されている。ま

た、研修へのフィードバックもなされており、特に改善すべき点は見当たらない。

3） 情報交換

２回のセミナー、主として研究開発担当の短期専門家による 12 回のブリーフィング

セッション、インドネシアおよびフィリピンとの交流が行われており、今後も引き続き

継続することが望まれる。

３－６－２　中間評価

本プロジェクトは、1994年９月の開始以降３年を経過し、ほぼ順調に計画に沿った運営が行

われている。目標達成度、効率性、妥当性、自立発展性の観点からみて、現時点において、前

述の今後の改善点以外にさほど大きな問題点は見当たらないが、指摘するとすれば、以下の点

があげられる。

（1） 研修活動の効率性の観点から、ＭＷＡとＰＷＡの水道施設規模の違いなどにより生ず

る研修ニーズの違いに配慮した研修計画の策定が必要である。

（2） プロジェクトの自立発展性の観点から、タイ側のプロジェクト終了後の体制につい

て、タイ側の検討の進捗の動向を見守るとともに、日本側からの適切な助言や第三国研修

の継続などの措置の検討も望まれる。

３－６－３　その他

ソンクラＲＴＣの建設について、以下の問題がある。

タイ側により建設予定のソンクラＲＴＣについては、天候不順やタイ側の諸事情により遅延

しているが、すでに着工して 60％程度完成しているとの説明がタイ側からあった。予定どおり

進めば、1998年３月頃には完成見込みであるが、タイ政府の財政難に伴う、政府機関による契

約の期間繰延べ（支払いの繰延べ）措置（最長５カ月）の影響もあり、最大限の努力はするが、現

時点では 1998年８月末までの完成しかコミットできないとのことである。

なお、ソンクラにおける研修は、タイ側がホテルやソンクラ大学の教室を借り上げて実施さ

れており、日本側負担による漏水ヤードも完成していることから、それほど大きな支障は出て
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いない。

３－７　タイ側実施機関

３－７－１　首都圏水道公社（ＭＷＡ）の概要

（1）基本データ

基本データは表３－５のとおりである。

表３－５　ＭＷＡの基本データ

1991年度 1992年度

1）給水サービス

給水区域（km2） 710.0 740.0

１日平均給水量（万 m3） 304 322

１日平均料金水量（万 m3） 214 226

上記２項目の比（％） 70 70

給水栓当たり

１日平均給水量（m3） 2.18 2.14

総給水栓 1,027,623 1,090,995

１ m3当たり平均単価（バーツ／ m3） 7.64

2）財政状況

収入（億バーツ） 61.285 61.089

　 　　（億円） 245.140 244.356

総益（億バーツ） 18.421 16.697

　　（億円） 73.684 66.788

国庫への負担金

　　（億バーツ） 2.154 2.764

　　（億円） 8.616 11.056

総資産

　　（億バーツ） 219.247 237.484

　　（億円） 876.988 949.936

3）職員（名） 5,656 5,618
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（2）業務特記事項

1） 節水型都市づくり

a） 貯水池は２カ所（ブンミポルとシリキット）

ダム建設以来初めて 1992年の渇水で底を突いた。

b） 節水型都市づくりキャンペーンの実施

・水の使い方、水不足の現状、節水への呼び掛けを行った。

・その結果、市民、会社、工場が、それに応じて過去の実績を下回る給水量となった。

2） 新水源の確保

Chin川と Mae Klog川の開発

3） 有収水量の向上

1993年、ロス率は 28.5％であり、1992年に比べて 4.89％も上昇した。

（3）スタッフトレーニング（1992年度）の状況は以下のとおりである。

1） Human Resources Development Office 受講者数

Waterworks Executives Development 550

Professional Technique Development 122

Practical Work Development 695

Qcc Training 1647

Skill Development Course 502

Urgent Special Training 1210

2） National Waterworks Technology Training Institute 受講者数

Waterworks Executives Development 118

Professional Technique Development 592

Practical Work Development 106

Skill Development Course 142

Urgent Special Training 365

Pipes Installation Standard For General Contractor 72

International Training Course 24
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（4）拡張事業

1987～ 2017年マスタープランに基づく拡張事業は以下のとおりである。

1） 1992年の現状

・１日平均給水量 322万 m3

・給水区域面積 740km2

・送配水本管 700km

・管路延長 9400km

2） 緊急拡張事業

・バンケン浄水場拡張事業（40万 m2増）

・サムセン浄水場改善事業

・トンネル補修工事

3） 第４次バンコク給水改善プロジェクト（1991～ 1996年）

・ラット・クラバン給水所および関連配水管路

（1996年度に給水区域が 180km2拡張されるのに合わせての事業）

4） 第５次バンコク給水改善プロジェクト（1992～ 1996年）

・バンコク首都西部浄水場建設計画（ノンタブリ）

・Mae Klong川（Vajiralongkornダムと新水路）開発計画

表３－６　参考データ（1983年と 1992年の比較）

1983年度 1992年度 上昇率（倍）

総給水量

 （１日平均給水量） （万 m3） 172 322 1.88

 １日平均料金水量 （万 m3） 101 225 2.23

 上記２項目の比 （％） 59 70 1.19

 給水栓数 （栓） 468 1,091 2.33

 職員数 （人） 6,004 5,618 0.94

 職員１人当たり給水栓数 78 194 2.49

 給水区域 （km2） 350 740 2.11

 総収入 （億バーツ） 16.91 61.09 3.61

 総支出 （バーツ） 19.05 44.39 2.33

 総資産 （バーツ） 113.40 237.48 2.09

（1986年度より黒字）

 総負債 （バーツ） 89.18 19.69 0.21

 自己資本 （バーツ） 24.23 105.13 4.34
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３－７－２　ＰＷＡ（地方水道公社）の概要

（1）基本データ（1991年度）

表３－７のとおりである。

表３－７　ＰＷＡの基本データ

1991年度 1992年度

1）給水

１日平均給水量 （万 m3） 101 131

１日平均料金水量 （万 m3） 72 94

上記２項目の比 （％） 71 72

給水栓数 （栓） 762,434 1,022,795

給水栓当たり

１日平均給水量 （m3） 1.32 1.32

１ m3当たり平均単価 （バーツ／ m3） 4.86 5.72

2）財政

収入（億バーツ） 23.83 37.30

支出（バーツ） 20.24 30.34

3）投資

プロジェクト （バーツ） 20.28 30.19

その他 （〃） 4.32 10.08

計 （〃） 24.60 40.27

（2）組織

タイは 76県に分かれているが、上水道組織としては、バンコク首都圏を除きタイ全土を

10の地方事務所によって管理している。

10の地方事務所はそれぞれ 20程度の地方都市水道を運営している。

地方水道の合計は 1992年現在 213である。

（3）コーポレートプランフレームワーク

1） マーケティングとサービス

・1996年度の給水目標　178万 m3／日

・マーケティングプランとして

a） 給水区域へのサービス
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b） 配水区域計画

c） 公衆関係計画

2） 給水能力

・1996年度の給水能力　274万 m3／日

・戦略計画（拡張計画）

a） 建設計画

b） 改良計画

c） 給水システム計画

・ルーラル水道拡充

a） 水源開発計画

b） 浄水・配水能力向上計画

c） 上水道技術向上計画

3） 財政・投資（1992～ 1996年）

・投資額　70億バーツ（年利 10％）

・政府とＰＷＡ協力事業出費比　50：50

4） 組織とマネージメントの改善（1996年度目標）

・ＰＷＡ職員１人当たりの給水栓数　９：1000

・アカウントウォーター　25％以下

・ＰＷＡ職員能力開発と給水区域の有効性向上のために、この戦略計画がある。

　　例：マンパワー向上計画

　　　　テレコミュニケーション向上計画

　　　　資材（倉庫）管理向上計画

　　　　自動制御計画

　　　　コンピューターシステム開発計画

　　　　情報システム管理計画

　　　　プロジェクト管理計画

　　　　配水システム漏水防止計画

5） 社会貢献

・給水が必要な地方の人々は毎年 25万名増加

・最貧困層の人々には、無料で年間 500万 m3給水する

・600のコミュニティ給水システムから技術援助を予測

・社会貢献のための戦略計画

a） 建設計画
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b） 給水システムの改良・拡張計画

c） 最貧困層援助計画

d） 給水システム技術援助計画

※注 これらの分野で1985年度に日本の無償協力で提供した給水車（６m3）40数台が活躍

しており、1993年度のＰＷＡ予算で買い替えされている。

ただし、リージョナルオフィスでは古い車は廃棄されず、依然活躍している。

（4）1992年度の目標

1） ＰＷＡは国家経済社会計画に基づき、以下のプロジェクトに合計約 30億円を投資して

いる。

a） 不十分なサービスを受けている人々に、少なくとも 10年以内に十分な給水をする。

・総給水能力 20万 8000m3／日

・総予算 ９億 5800万バーツ

b） タイ全土におけるローンプロジェクト

・バタヤ市、チョンブリ市拡張計画

・観光開発計画

・詳細設計プロジェクト

・水源開発計画

・国際開発援助計画

・以上の総額 12億 8500万バーツ

c） ルーラル水道改良・拡張計画

投資額 １億 1600万バーツ

d） 経年的な投資

・配水本管新設計画

・漏水コントロール計画

・電気計装改良

・以上の総額 ６億 5000万バーツ

2） 給水

総給水量 ４億 2000万 m3（114万 8000m3／日）

総料金水量 ３億 m3（82万 m3／日）

総水栓数 885栓

アンカウント水量比 25％

収入 26億 7700万バーツ
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支出 22億 6500万バーツ

（5）1992年オペレーティングプラン

大きなプロジェクトは13あり、大部分はＰＷＡ自身の財源と一部国の起債によって実施

されることになっている。

そのなかの１つの観光開発プロジェクトは、一部ＯＥＣＦのローンを受けている。

（6）トレーニング

ＰＷＡ自身によるもの、以外によるものは表３－８のとおりである。

表３－８　トレーニング状況

コース数 参加者（人）

1）ＰＷＡ自身によるトレーニング

マネージメント 13 387

技能者 35 715

技術者 37 155

その他 9 654

小計 94 1,911

2）ＰＷＡ以外のローカルトレーニング

技術 6 12

マネージメント 13 31

自動制御・コンピューター 5 14

科学・環境 5 9

視聴覚・環境 10 17

小計 39 83

3）国際協力研修

マネージメント 5 5

技術 5 5

小計 10 10

4）派遣研修

国内 3 7

海外 4 10
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表３－９　参考データ（1982年と 1991年の比較）

1982年度 1991年度 上昇率

総給水量

１日平均給水量（万 m3） 53 104 1.96

１日平均料金水量（万 m3） 39 73 1.87

上記２項目の比（％） 74 70

総水栓数（４栓） 334 769 2.30

職員数（人） 5,214 6,160 1.18

職員１人当たり給水栓数 64 125 1.95

総収入（億バーツ） 11.10（1983年度） 47.30 4.26

ルーラル増加累計 2（1984年度） 149

３－７－３　ＭＷＡ・ＰＷＡの特徴

（1）ＭＷＡのここ 10年間における伸び率は、以下のとおりである。

給水量 約 1.9倍

職員数 約 0.94倍

給水栓 約 2.3倍

職員１人当たり給水栓数 約 2.5倍

総収入 　3.6倍

（2）ＰＷＡのここ 10年間における伸び率は、以下のとおりである。

給水量 約 2倍

職員数 約 1.2倍

給水栓 約 2.3倍

総収入 　4.3倍

３－８　実施にあたって留意すべきと考えられた項目

上記３－７－３のようにＭＷＡ・ＰＷＡとも、ほとんど同じ傾向を示し、給水量、給水栓、収

入などが著しい伸びを示しているにもかかわらずＭＷＡの職員数は、減少し、ＰＷＡはわずかな

増加にとどまっている。

ＰＷＡは、タイ全土と管理面積が極端に広いことと、ルーラル水道の編入と貧困層への給水

サービスなどを考慮すれば、実質的には職員数減少と考えられる。

急激な伸びのなかで共通して抱える主な問題点は次のとおりである。
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（1）水源開発

（2）計画・設計・建設技術の向上

（3）施設管理の合理化

（4）経営管理の合理化

オンライン、民間活力の応用（委託化、第三セクター等）

（5）サービス業務の向上

ＰＲ、料金徴収、検針、使用者メーター管理

（6）拡張工事の実施

大規模改良・拡張事業

中小規模改良・拡張事業

（7）給水区域拡大

1） ＭＷＡ都市周辺部の編入

・周辺部は貧困層が多く、それに伴う新たな経営管理手法の導入

2） ＰＷＡ

・既存の給水区域周辺の編入

低所得層が多い。人口密度が小さく経営効率が悪いので、新しいシステムの導入が必要

・人口流出・流入にかかる収支計算の導入の編入

経営効率が著しく劣るので、新しい発想が必要となる

（8）有収率向上

施設の効率利用、水源の有効率利用

単に漏水防止技術の向上にとどめず、漏水防止を視点において、管路技術全体を体系化し

た事業が必要

（9）モニタリング技術の向上

水量・水質・使用資材の有効利用、調達技術の向上

（10）適正技術の開発

タイ人の文化習慣、地理、気象、スタッフの能力、タイの経済・社会

（11）インフォメーション管理の充実

適正な経営管理・施設管理

適正な将来需給計画

（12）経済分析・財務分析技術の向上

国からの支出金の確保（水道普及に伴う国家的利益向上分）

（13）使用資器材が多国籍なため、それらの統一した購入管理、故障対策、スペアパーツの確保
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第４章　プロジェクトの実績

４－１　プロジェクトの投入実績

日本側、タイ側の投入実績はミニッツ（資料１）に添付して合同評価覚書（N o t e  o f

Understanding：ＮＯＵ）の別添のとおりである。主な投入内容は表４－１のとおりである。

表４－１　投入実績

日本側

投入項目 内　　　容

専門家派遣 長期専門家　13名

短期専門家　47名

カウンターパート研修員受入れ 22名

機材供与 車両

ビデオ顕微鏡

ポンプ運転シミュレーター

漏水探知機

ガスクロマトグラフィー

膜処理プラント等

約４億円

プロジェクト基盤整備 ソンクラ漏水調査訓練ヤード（1996年）（170万バーツ）

ノンソンホン水道施設改良（1998年）（397.2万バーツ）

タイ側

投入項目 内　　　容

業務費 研修費用（研修員旅費、教材費、施設管理費等）

ソンクラ訓練センター建設工事費 約 4600万バーツ

４－２　プロジェクトの活動および成果

４－２－１　研修

研修の期間については、どの分野においても当初３週間で予定されていたが、３コースとも

職場を離れる機関が長いこと、一部出張費用などの問題もあり、２週間に短縮せざるを得な
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かった。対策として見学などの時間の省略やカリキュラムの合併で対応したが、研修内容や水

準についてはほとんど変更していない。

（1）中央訓練センター（ＣＴＣ）とソンクラ以外の地方訓練センター（ＲＴＣ）における研修

1） 水資源管理

水道水の需要の増大に対応した水源確保はきわめて緊急かつ重要な課題である。しか

し、タイにおいては水道側（ＭＷＡ、ＰＷＡ）で主体的に水資源開発に取り組む態勢にな

い。そこで、フェーズⅡにおいて、タイ側が水資源管理を課題に取り上げようとしてき

た背景は、いかにして水道事業側の水資源開発に対する発言力を強化していけばよいの

かという問題意識であったと推察される。しかし、この課題はタイの行政所掌にかかわ

るもので、水道事業・行政にかかるプロジェクトでは扱いかねるとの判断があり、今回

のプロジェクトでは水道サイドでの水源管理に限定して企画されている。

水資源管理分野では、水源開発、水質保全の２サブコースが行われた。

・カリキュラムは、「計画打合せ調査」において合意された内容に沿い、必要な調整を

行ったうえで作成された。

・教材は当初、英語（日本人講師）とタイ語（タイ人講師）で用意されたが、英語版は逐次

タイ語に翻訳されている。

・研修は実施年度および場所について微調整を行ったうえ、ほぼ当初の計画どおり実施

された（ＮＯＵ ANNEX８参照）。

・コースの評価は常時行われ、タイ側の事情により研修期間が短縮され、それに応じた

カリキュラムの修正が行われている。

成果に関しては、２つのサブコースそれぞれ８回（ソンクラを含むと 10回）とも計画ど

おり実施された。参加者数は計画した 150名を上回り、合計 131名（160）に達した（ＮＯ

Ｕ ANNEX９参照）。また、カリキュラムおよび教材の内容は適切であり、研修内容に関

する終了時の研修員へのアンケート結果でも高い評価が与えられている（ＮＯＵ ANNEX

10参照）。講師はカウンターパート、日本人専門家および水道事業体スタッフ（ＭＷＡ、

ＰＷＡ）を活用しながらも、コースの性格上大学および政府関係機関から多くの講師を迎

えている。今後、タイ側においてこのコースの企画運営が適切に行えるレベルに達して

いる。

研修に関して当初予定された活動が実施され、所期の修了生を輩出した。教材のタイ
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語化も完了し、本テーマについての取り組み方は身についたと思われる。タイ側スタッ

フ（カウンターパート）も今後自力で企画運営できる水準にある。全体として、ほぼある

べき姿を達成しながら、当初の予定どおりに実施された。さらに総合的にみて、量およ

び質の両面で「あるべき水準を達成しながら、当初の予定どおりに進んでいる」と評価で

きる。

2） 浄水処理の高度化技術

カリキュラムと教科書の作成については、タイ側に必要とされる水処理や、また、オ

ゾンと活性炭による高度処理技術がカリキュラムに取り込まれ、教科書もその内容に

沿って作成された。この教科書に従って実施された研修は２つのサブコースからなり、

浄水サブコースは４回行われた。実施に一部遅れもみられたが、まもなく予定どおり完

了する。水質サブコースも予定どおり５回実施された。また、当初の予定以上の人数が

受講した。これらのコースの受講生からは研修内容についてよい評価を受けている。

全体的にみて、活動は当初の予定どおり実施され、その成果としてはカウンターパー

トが自主的にこのカリキュラムに沿って研修指導できるようになっている。これらのこ

とは、ほぼあるべき水準に達しており、当初の予定どおりに進んでいると判断される。

3） 水運用制御

カリキュラムについては、基本的知識、機器の制御、運用に必要な需要予測、水利計

算などを網羅し充実したものとなっている。教科書はカリキュラムごとに作成され、レ

ベルも適正である。特に教材となる機器との関係で、わかりやすく作成されている。

これらに沿って実施された研修において、ややタイ側のカウンターパートが少なかっ

たようにみうけられる。研修は現場を主体とする基礎コースと運用を主体とする計画

コースに分けて内容別に行われており、それぞれ目的に合った研修となっている。さら

に、日本での状況と比較をしながら、カリキュラムの内容が理解できるようになってい

る。

研修結果については、まだ水運用制御が本格的に実施されていないタイにおいても、

今後必要となる知識を受講生が持つことができたとして、受講生からよい評価を得てい

る。

全体的にみると、研修は当初の予定どおり実施された。本分野での成果についてはカ

ウンターパートが当該職員の育成・指導を図り、現在、サムセン浄水場の管理センター

でも役立っていると考えられるので、本研修はほぼあるべき水準に到達しており、当初

予定どおり進んでいるとみることができる。
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4） 無収水量管理

カリキュラムと教科書の作成については、漏水の予防を主体としたコースと漏水の発

見を主体としたコースという２つのコースに分かれており、実務的な区分けとなってい

る。その内容は実践的な対応を主眼としており、技術研修の手法として有効である。ま

た、研修はこれらに沿って実施された。企画段階で日本側専門家が実施した部分が一部

あったが、大部分はタイ側カウンターパートによってなされている。また、研修回数や

受講者数などについても当初の目標を達成した。

本分野での成果としては、現場レベルで必要とされる機器による漏水発見など即役立

つ技術が、タイ側カウンターパートを通して実際に使われている点である。以上のこと

から、本分野における研修は本来あるべき水準に達しており、当初の予定どおりに実施

されていると判断される。

5） 営業事務改善

計画においてタイ側の要望に沿い、①ＰＲおよび顧客サービス、②オンラインサービ

スの２つのサブコースが設定された。

本件に関しては当初、長期専門家を派遣しての実施も検討されたが、短期専門家で対

処する方針とされた。①のコースに５名、②のコースに４名の短期専門家が派遣された。

専門家はいずれも名古屋市の職員で延べ 48.5人／月にのぼる。

他のコースと異なり、タイ側カウンターパートはコースの企画運営を担当し、講師と

しての役割は期待されていない。これは、年間の講義日数は５日を標準としているので、

講師レベルのカウンターパートの配置は適切ではないと判断された。

・カリキュラムは、「計画打合せ調査」において合意された基本線に沿い、実務面を強化

して作成された。

・教材は講師がそれぞれの判断でタイ語で作成している。日本人専門家が担当した分野

はタイ語での教材が準備できている。

・研修は当初計画どおり実施された。

・コースの評価は定常的に行われ、後半において、効果をさらに高めるため研修内容の

手直しを行っている。

6） 成果に関しては当初計画どおり達成されているが、水道事業における営業事務の基本

路線の確立途上という背景もあり、当初計画での曖昧さが払拭されていない点で、評価

では損をしているといえる。

２つのサブコースについて、実施個所や今年度の微調整が行われたが、期間を通じて



- 40 -

は当初の計画を上回る合計 11（13）回が実施され、239（279）名の参加者を得ている。

カリキュラムおよび教材の内容は適切であり、研修後の研修受講者派遣元へのアン

ケートでも、研修内容は高い評価を得ている（資料２）。

講師は概略

　　　大学 50％、ＭＷＡ 31％、ＰＷＡ５％、日本人専門家 13％

と多様な構成である。

コースは日本人専門家の支援のもと、タイ側スタッフ（カウンターパート：５名）で適

切に運営された。

総体として、量および質の両面で「ほぼあるべき水準に達しており、当初の予定どおり

に進んでいる」と評価できる。

なお、今後の研修に関してさらに検討が望まれる点がある。営業事務に関しては、手

法をはじめ内容が年を追って変化しているので、研修内容および教材をそのつど講師の

手により作成する方式も悪くはない。しかし、外部講師に依頼してのコースでは、全体

としての一貫性を強化するため、標準的なシラバスを用意し、適宜改訂していく必要が

あると思われる。また、研修対象を明確にし、適切な研修員を選定していくことが今後、

研修の効果を高めるうえで望まれる。

日本人専門家について、短期専門家であっても、同一人を準備段階および実施段階の

２回に分けて派遣することができれば、さらに効果的な研修が可能と考えられる。

（2）ソンクラＲＴＣにおける研修

ソンクラについては、カリキュラム、研修は他のＲＴＣと同じ点が多いので、異なる点

を記述する。また、ここでは浄水処理の高度化技術、水運用制御および無収水量管理につ

いて一括して述べる。

浄水処理においては、当初、南部地方特有の砒素の問題などを取り上げることも考えた。

しかし、これは井戸水を水源としているものについての問題であり、表流水を利用する水

道水としては問題がないことがわかったので、カリキュラムには含めなかった。ソンクラ

においては研修所の施設建設が遅れたが、ソンクラ大学などの建物を借用したため、特に

支障はなかった。以上のように、研修はあるべき水準に達しており、ほぼ当初の予定どお

りに進んでいる。

水運用制御についてはソンクラ大学から講師を招いたことが他の研修と違う点である。

また、水運用の教材であり機器でもあるマッピングプログラムの導入の実施時期が 1999年

１月と遅かったが、研修はなされている。以上のように研修はあるべき水準に達しており、

ほぼ予定どおりに進行している。
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無収水量制御については、漏水防止研修ヤードの工事が遅れていたが、すでに研修は行

われている。また、地方ということもあり、対象となる研修員に技術者クラスが少ないこ

とが今後への課題であった。以上のように研修はあるべき水準に達している。

全体として実施上の困難は多かったが、ソンクラ特有の問題はみられなかった。地方に

おける研修の開催に関する問題点は他のＲＴＣと同様であった。

４－２－２　技術

（1）水源管理技術

タイ水道事業において、水資源、水源管理、原水管理はこれまで十分には取り組まれて

いなかった分野である。一方、需要の増加に対応しての水源の確保や進行する汚濁に対し

ての原水水質の保全は、緊急の課題となっている。それだけに、水源および原水に関する

実態把握、調査研究、技術開発が急務となっている。

・研究テーマとして、原水水質の測定（モニタリング）と管理が選定された。

・調査は日本人専門家が中心になり、タイ側スタッフが参加しながら実施された。

当初の計画は達成され、さらに、緊急に取り組む必要が生じてきた。新たに発生した藻

類、農薬およびクリプトスポリジュウムの問題についての調査研究などが、タイ側の要望

に応えることができた。

当初、追加された研究テーマは適切であり、また、技術移転も調査研究活動を通じて円

滑に行われた。

結果は報告書としてまとめられ、訓練センターおよびＭＷＡのブリーフィングセッショ

ンで発表されたが、望ましいレベルに達しており、「あるべき水準に達成しながら、当初の

予定を上回る活動が行われている」といえる。

なお、水資源開発および水質保全の分野での調査研究を実施する主任者として、タイ側

カウンターパートを想定するか、または訓練センター外の人材に期待し、タイ側カウン

ターパートには調査研究の立案・運営の役を期待するかは、検討を要するであろう。

また、実際の事業・行政に反映させていくためには、大規模な調査研究を必要とする分

野であり、今回のレベルでの調査研究では実態の部分的把握し、手法のモデル的開発にと

どまらざるを得なかった点に留意しておく必要がある。

（2）最適浄水処理技術

本研究開発テーマについては、現在の水質課題に合ったものとなっている。具体的には

排水処理、膜処理および浄水場の改善（鉄・マンガン処理、ろ過池の改善）などである。実
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施にあたっては、ＣＴＣやＲＴＣのカウンターパートおよび浄水場の担当者で自立的に行

うことができた。また、外部の大学との共同研究も行い、計画期間については、もう少し

長くとれると成果に幅も出たと思われるが、排水処理に関しては、やや期間が短かった。こ

のような研究開発の成果として、すでにバンケン浄水場では凝集剤の実験（固形バンドを

パックに変更する）などの自主的研究開発が行われるようになってきており、これは正に成

果の影響といえる。

全体的には、このプロジェクトはほぼ予定どおり実施された。その成果はすべて報告書

にまとめられ、一部は外部にも発表されており、今後の水処理にも役立つと考えられる。

（3）最適水運用制御技術

本研究開発テーマでは、水運用に必要なものはすべて網羅している。さらに、水運用を

行うにあたって、必要となる浄水場機能の改善調査にも立ち入り、全体的に幅広くとらえ

ている。具体的な計画では、実際の運用を行うためのあらゆる需要予測や管網計算など、か

なりレベルも高いものとなっている。実施にあたっては短期専門家とタイ側カウンター

パートで行うことができた。この報告書はすでに作成され完結している。

今後、実施設での問題にどう対応していくかなどの課題がないとはいえないが、全体と

しては水運用の趣旨が生かされて、予定どおり実施されている。この成果は水運用に関す

るパソコン用ソフトウェアを用いて目的とする結果を導き出したものであり、タイ側には

その手法、水運用の重要性が理解されている。以上のように本研究はあるべき水準を達成

している。

（4）科学的漏水防止技術

タイの水道における最重要課題との認識に立つ本研究開発テーマについては、メータの

精度、配水管の漏水防止、区画量水器などの問題へのアプローチが主体となっている。

実施にあたっては、タイ側カウンターパートと日本の専門家とで資材不足などで支障が

出ることもなく、協力して行うことができた。

本研究は施設機器を使って実施する部分が多いので、成果は実際に使える機器施設の状

態に左右される。この点について研究開発としての限界があったが、現実的な方法がとら

れた。研究開発は予定どおり行われ、できる範囲のことは実施された。しかし、実施設の

状態を考慮してみると、その成果は現状での研究開発としてのあるべき水準にほぼ到達し

たという段階であるが、テーマの選定にまだ不十分な点がみられる。
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（5）オンラインサービス適用

研究開発テーマとして、営業事務の現状調査、オンラインシステムのデモンストレー

ションが選定され、期間中に需要家の意向調査が追加された。また、調査研究は日本人専

門家の支援のもと、タイ側カウンターパートにより実施された。その結果は報告書にまと

められ、訓練センター（ＣＴＣおよびＲＴＣ）でのブリーフィングセッションで発表され

た。

当初、追加のテーマの設定と内容などは適切であり、その成果は実務的に反映している

といえる。実務に関する調査や考察が中心になるこの分野では、同一の日本人専門家が準

備段階と実施段階の２回に分けて派遣される形態が採用できれば、さらに効果的な研修が

可能と考えられる。

４－２－３　情報交換（全体）

情報交換としてプロジェクトが設定した目標は、内外の訓練機関との間で水道に関する情報

を交換し、また、タイ国内で情報を普及していく能力をタイ側スタッフが習得することにおか

れた。この分野で次の活動が行われた。

規模の大きなセミナーが３回（オープニングセミナー、チェンマイ特別セミナー、ソンクラ地

方訓練センターオープニングセミナー）行われ、さらにプロジェクト終了前にもう１回予定され

ている。

ブリーフィングセッションが35回行われ、特別講義、訓練、ワークショップが17回もたれた。

さらに、インドネシアの調査研究機関から２回、フィリピンから１回情報交換のためのミッ

ションを受け入れた。訓練センターのミッションがインドネシアを１回訪問して、情報交換を

行った。

さらに、訓練センターはプロジェクト以外に、第三国研修および中堅管理者養成研修（コスト

シェアリングコース）を企画運営した。

このような成果から、情報交換に関しては、あるべき水準に達成しながら、当初の予定を上

回る積極的な活動が展開されたと評価することができる。

４－２－４　機材・機器

投入された機器の多くは、浄水処理にかかわる水質計器・水運用、また、漏水防止にかかわ

るものが主要な部分を占める。そのほかには全般にわたる事務用機器などもある。これらの機

器は各分野に共通のものも多く、分野別に評価することは必ずしも適切ではない。

しかし、あえて分野別にするならば、以下のとおりの評価となる。
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（1）浄水処理の高度化技術

通常の水質分析に必要な機器では、種類が豊富で、少額小型のものが多く、研修研究に

必要なものは予定どおり投入された。しかし、高度な水質分析に必要な Gas Chromatograph

Mass Spectrometer（ＧＣＭＳ）は投入が遅れていた。また、研究開発に用いられたＵＦろ

過膜装置、オゾン活性炭高度浄水処理ミニプラントなどは予定どおり投入され活用された。

これらを総括してみると、充足度は十分と考えられ機能しているが、投入の遅れたものに

ついては、研修開発への影響は少ないと考えられる。

（2）水運用制御

コンピューターを使ったマッピングシステムが投入された。これは地図情報だけでなく

各種の水理計算、特に管網計算ができるソフトで、研修研究開発に主要なシステムとして

使われた。また、ポンプオペレーションシステムも同様で、ポンプ運転の実際をシミュレー

ションするばかりでなく、水運用上必要な需要の予測などにも活用された。この分野では

特に研修の効果を高めたソフトウェアの占める割合が大きい。現在の研修と研究には無駄

のない形で充足しており、十分に機能したといえる。

（3）無収水量管理

漏水発見の機器、水量を計測する機器が主要な部分を占める。特に現場での活用性を考

慮して可搬式のものが投入されている。ポータブル超音波流量計、漏水音周波数分析器な

ど漏水防止の研修、研究開発に適切な機器が投入された。また水質・流量モニターは現場

サイドでの水質管理を兼ねており、活用性が大きい。この分野においては機器資材は充足

されており、活用もされているのでその点では問題がないが、水圧の低いタイにおいては

音に頼る漏水発見は現実的には困難を伴う。

４－２－５　その他

なお、ＰＤＭに明示された以外の活動の状況は、以下のとおりである。

（1）カウンターパートの日本研修

前記「３－５　プロジェクトの投入計画」で触れたように、５年間で 22名（未実施の２名

を含む）の研修が行われる予定である。具体的な研修内容は、ＮＯＵ ANNEX４のとおりで

あるが、カウンターパートに対して行われたアンケートの結果は、日本での研修に対する

きわめて高い満足度を示している（資料３　「カウンターパートに対する質問票への回答結

果のまとめ」参照）。
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（2）総務

一般現地業務費や機材調達にかかわる経理業務と機材調達その他の事務管理が、業務調

整員により行われた。これに対し、ＭＷＡおよびＰＷＡの事務部門のスタッフが適宜協力

し、研修業務への支援を行った。また、後者に関しては、若干名のスタッフがほぼ本プロ

ジェクト専従スタッフとして配置された。全体的には、特に問題はみられないが、ＮＷＴ

ＴＩがＭＷＡとＰＷＡの２つの機関の協力のもとに成り立っているという構造が、カウン

ターパートに対する手当て（金額）の違いなどの調整を必要としたようである。

（3）プロジェクトの計画立案とモニタリング

計画立案は、プロジェクト開始のはるか以前より行われ、実施協議までに作成された

マスタープラン・ＰＤＭ・その他Ｒ／Ｄへの付属文書（ＴＳＩ , Plan of Operation 等）

により、プロジェクトの基本的な枠組みと一部の活動に関する具体的な指標が設定されて

いた。また、より詳細な年次活動計画（Annual Plan of Operations）が毎年作成された。

モニタリングは、①合同委員会（Joint Coordinating Committee）の開催（計７回）（注）、②

年次活動計画策定を目的とした、ＭＷＡ・ＰＷＡの関係者から構成される S t e e r i n g

Committee Meetingの開催（計 26回）、③四半期報告書の作成、④専門家間の定例会議（週

１回）などの多様な手段により、十分に行われた。

計画の進捗度を確認する手段となったのは、主に上記の年次活動計画である。また、1997

年 11月に派遣された巡回指導調査団により、非常に包括的な中間評価が実施された。その

際、いわゆる経済危機により研修の実施が遅れたことなど、実情に合わせて全体的な活動

計画（Plan of Operations）も改訂されたが、内容的には当初計画からそれほど後退して

いるものではない。

（4）ノンソンホン水道改良実地訓練計画

当初計画にはなかったが、ＪＩＣＡによるアジアの経済危機救済策の一環として、本計

画が実施された。具体的には、追加のプロジェクト基盤整備費により、ノンソンホン水道

の取水・配水・給水管および浄水場用取水ポンプの改良を行った。また、これに関連して、

５つの特別研修コースも延べ 23日半かけて実施され、97名の受講生が参加した。

（5）本プロジェクトの枠外ではあるが、関連した活動として、第三国研修プログラムと中堅

管理者養成研修（コストシェアリングコース）がある。これらの概要と本プロジェクトとの

かかわりは、以下のとおりである。

（注） 関係者によれば、プロジェクトの前半では、合同調整委員会と Steering Committeeが多少混同されていたよ
うである。
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1） 第三国研修プログラム

東南アジア諸国の研修員に対しタイ人および個別派遣の日本人専門家が「上水道技術」

分野のトレーニングを実施している。本研修は、プロジェクトのフェーズⅠから引き継

いでおり、毎年 10～ 12カ国、約 18名の研修員を受け入れ、５週間の研修を実施してい

る。本プロジェクトの日本側専門家も数名講義に参加し、協力している。これらも、本

プロジェクトの施設を活用した研修であり、ＪＩＣＡ全体としての協力の効率性を高め

ている。

2） 中堅管理者養成研修（コストシェアリングコース）

ＭＷＡおよびＰＷＡ職員のなかから毎年 20名程度の中堅管理者を選定し、日本の水道

業界とタイの水道業界を比較することによって、タイにおける水道事業の経営管理に役

立たせようとするための研修である。終了時評価に際して実施されたアンケートによる

と、サンプル数は少ない（２名）が、研修に対して「大いに役立っている」（３段階評価の

最高点）と評価されている。

４－３　プロジェクト目標の達成度

マスタープランやＰＤＭに示されている本プロジェクトの目標と指標は、以下のとおりである。

プロジェクト目標：

To strengthen the capabilities of the National Waterworks Technology Training

Institute (ＮＷＴＴＩ) in the areas of training and education, research and

development and information exchange（研修・教育、研究開発、情報交換の各面において、

ＮＷＴＴＩの能力を高めること）

指標：

1. The evaluation of training courses by MWA and PWA

2. The evaluation of research and development reports by MWA and PWA

3. The evaluation of information exchange performance by the foreign and domestic

waterworks institutions

4. The recognition of ＮＷＴＴＩ as a core organization for Thai waterworks

このようにやや漠然とした目標が設定されており、内容的には、既述の「成果」の要約のように

も受け取れる。本来は、成果とプロジェクトそれぞれの目標が通常あるべきとされ、目的と手段
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の関係ではない。しかしながら、本件のように多分野からなる研修のようなプロジェクトの場合、

成果とプロジェクト目標を厳密に分ける形でのプロジェクト目標設定は非常に難しく、このよう

な目標設定がなされることはやむを得ないと思われた。

なお、技術分野別の具体的な目標は、４－２ですでに示されているため、ここでは、できるだ

けセンター全体としての評価を試みた。そのような考えのもとに当初設定された上記の指標を広

げて、４つの観点からそのような全体的評価を行った。第１点目は、統計に基づく定量的な評価

で、第２の観点は、受益者の満足度による定性的な評価である。さらに第３の視点は、評価者の

経験・見識に基づく定性的な評価で、第４の視点は、マスメディアの受け止め方などからみた社

会的な認知度である。結論としては、プロジェクト目標は、よく達成されたと思われる。以下に、

各視点ごとの詳細をみる。

（1）統計

下記の実績のうち研修に関する部分は、当初の全体活動計画に示された目標値を実現して

いるといえる（括弧内は、当初目標値、実施日数は、タイ側の要請によりコースの実施期間が

短縮された影響が出ている）。

1） 研修：延べ 59回のサブ・コースの実施（60回）、合計受講者数 1050名（955）、延べ実施日

数 516日（670）

なお、当初の指標には含まれていないが、各分野で行われた研修の最終回における講師の

割合は、平均でみると、カウンターパートを含むＭＷＡ・ＰＷＡの職員で半分以上、大学な

ど外部機関を含めたタイの人材でほぼ８割の講師をカバーしている（表４－２参照）。

表４－２　研修分野別講師内訳（括弧内は％）

1. 水資源管理

カウンターパート：８（19）、水道事業体：９（21）、大学：12（29）、政府：６（14）、民間

企業：６（14）

2. 浄水処理の高度化技術

カウンターパート：６（40）、日本側専門家：４（27）、大学：４（27）、ＭＷＡ：１（６）

3. 水運用制御

カウンターパート：３（18）、日本側専門家：４（23）、ＭＷＡ：４（24）、ＰＷＡ：６（35）

4. 無収水量管理

カウンターパート：３（20）、日本側専門家：５：（33）、ＭＷＡ：１（７）、ＰＷＡ：６（40）

5. 営業事務改善

カウンターパート：３（20）、日本側専門家：１（11）、ＭＷＡ：６（67）、ＰＷＡ：１（11）、

その他：１（11）
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2） 研究開発：33テーマの研究

3） 情報交換：４セミナー、３つの情報交換プログラム、34のブリーフィングセッションの

実施

（2）受益者の満足度

これは、２つの異なるアンケート調査により確認された。１つは、センター自体が、常日

頃、各コースの終了時に実施しているものであり、もう１つは、今回の終了時評価にあたり、

ＭＷＡとＰＷＡに依頼して行った事後的アンケートである。前者は、アンケート項目が多数

であるため、特に研修の仕事に対する有用度を問う項目に絞り、全体の傾向を確認した（資料

３）。

５を最高とする５段階評価の評点をサブコース別にみると、分野別の差はほとんどなく、

その数字はほぼ、４当たりに集中している。また、経年的には、数字は緩やかな上昇傾向に

ある。

後者のアンケートは、ＭＷＡとＰＷＡの計 13の部課に対して、研修の現場での有用度を問

う形で行った。こちらは、３段階評価であったが、平均値は 2.3であった。全体として、受

講生の満足度は高かったことが確認できる。ただ、後者の事後的なアンケートの数字がいく

らか低めではありながらも、こうした事後的なアンケートそのものをプロジェクト期間中に

実施し、また、現場での視点を反映させた研修カリキュラムの改善などが、追求できれば、な

およかったと思われる。

（3）専門家（調査団）による定性的評価

すでに前記のプロジェクト実績（「４－２　プロジェクトの活動および成果」）の項で確認さ

れているように、コースのカリキュラムや教材は、タイの現地事情に適したものでかつ国際

水準のものが作成されている。

（4）社会的な認知度

本プロジェクトは、タイのマスメディア、すなわち新聞やテレビに何度か登場している。

具体的には、地方紙で過去三回、インタビューや研修に関する事実記載の記事として、好

意的に取り上げられている。また、1998年７月に水質試験の模様がテレビで放映され、1999

年５月には、水道水の安全性のアピールのためにチーフアドバイザーがテレビに出演した。

これに加え、ＭＷＡの 1997年度版の年次報告書は、本プロジェクトの役割について２ページ

程度で明確に記述している。これらの実績から、本プロジェクトおよびＮＷＴＴＩは、一定の

社会的認知を受けていると思われる。
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４－４　上位目標の達成見込み

本プロジェクトの上位目標とその指標は、マスタープランやＰＤＭに以下のように示されてい

る。

上位目標：To produce technical and managerial staff who have sufficient knowledge

for applying advanced and appropriate technology to Thai waterworks（タ

イの水道事業に対し、高度かつ適切な技術を適用するのに十分な知識を持つ技術

者および管理者を育成すること）

指　　標：The number of qualified staff in MWA and PWA

このように、目標がやや漠然と設定されているため、明確な達成見込みを述べることは難しい。

ただ、本評価調査を通じて、適切な研修が行われる基盤が確立していることは確認されたため、仮

に上記の「高度かつ適切な技術を適用するのに十分な知識を持つ技術者および管理者」をＮＷＴＴ

Ｉにおいて何らかの研修を修了した者とみなすと、長期的には、かなりの量的な効果が期待でき

る。すなわち、現在のペースで研修が実施されていくとすると、５年後には、設立当初からの累

積ベースでほぼ 2000名の人材が養成されることになる。

しかし、当然のことながら、研修自体はそれ自体が最終目的ではなく、水源の汚染の改善や効

率的な配水ネットワークの構築といった、タイの水道が抱える具体的な問題解決が最終目的であ

る。その視点に立った場合は、こうした人材の養成だけでは対策は必ずしも十分ではない。前者

の問題に対しては、環境保護、水資源管理などの他のセクターとの連携により、研修や研究開発

がなされていなくてはならず、また、後者の問題に対しては、水道工事業者の認可制度、彼らの

訓練、さらには、水道事業用資材の質の標準化が必要になる。

なお、計画達成度の要約は表４－３のとおりである。
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表４－３　計画達成度　　水道技術訓練センタープロジェクト（フェーズⅡ）
プロジェクトの要約 指　　標 指標の実績 外部条件

＜持続的発展のための条件＞
1. タイの政治経済がよい
状況にある。

2. タイ政府が、水道技術に
関する研修・教育、研究
開発、情報交換の重要性
を認識する。

3. プロジェクトで研修を
受 け た 人 材 が 、
ＮＷＴＴＩ・ＭＷＡ・
ＰＷＡに引き続き勤務
する。

4. ＭＷＡとＰＷＡが、プロ
ジェクトの導入のため
に、お互いに協力する。

5. より高度な技術が、
Ｃ Ｔ Ｃ に お い て
ＪＩＣＡ専門家より
ＭＷＡ・ＰＷＡからのカ
ウンターパートに移転
される。

1. ＭＷＡとＰＷＡが十分
な 数 の 研 修 員 を
ＮＷＴＴＩに派遣する。

2. 機材が予定どおりに調
達される。

＜上位目標＞
タイの水道事業に対し、高度かつ
適切な技術を運用するのに十分な
知識を持つ技術者および管理者を
育成すること

＜プロジェクト目標＞
研修・教育、研究開発、情報交換
の各面において、ＮＷＴＴＩの能
力を高めること

＜成果＞
1. ＣＴＣとＲＴＣのスタッフ

が、タイの水道事業において
新たに発生している問題に
対処するためのより高度な
水道技術に関する研修を実
施することができる。

2. ソンクラＲＴＣのスタッフ
が、タイの南部に適した水道
技術に関する研修を実施す
ることができる。

3. ＣＴＣとＲＴＣのスタッフ
が、タイの水道事業の特定の
問題の解決に資するような
研究開発を行うことができ
る。

4. ＣＴＣとＲＴＣのスタッフ
が、国内外の水道技術に関す
る研修所と情報交換を行っ
たり、タイ国内で水道に関す
る情報を普及したりするこ
とができる。

5. 必要な機器・機材が確保され
る。

＜活動＞
1. 研修・教育
1.1 先進技術
（1）カリキュラムとテキス

トの開発
（2）研修コースの実施
（3）研修コースの結果の評

価
1.2 タイ南部に合った技術
（1）カリキュラムとテキス

トの開発
（2）研修コースの実施
（3）研修コースの結果の評

価
2. 研究開発
（1）計画
（2）実践
（3）結果の評価
3. 情報交換
（1）計画
（2）実践
（3）結果の評価

ＭＷＡとＰＷＡにおける適格なス
タッフの数

1. ＭＷＡとＰＷＡにより実施
されている研修の評価

2. ＭＷＡとＰＷＡにより実施
されている研究開発の評価

3. 外国および国内の水道関連
機関との情報交換の評価

4. ＮＷＴＴＩについてのタイ
の水道関連の中核的な組織
としての認識

5. ・プロジェクトで実施され
た研修コースの数と参加
者数

・プロジェクトで開発され
たカリキュラムの内容

・プロジェクトで開発され
た教材の数と質

・ＣＴＣとＲＴＣで研修に
携わる適格なスタッフの
数

6. ・プロジェクトで実施され
た研究開発プロジェクト
の数

・プロジェクトで作成され
た研究開発プロジェクト・
レポートの内容

・ＣＴＣとＲＴＣで研究開
発に携わる適格なスタッ
フの数

7. ・プロジェクトの研修に関
する情報交換活動の内容

・プロジェクトで実施され
たセミナーの数と参加者
数

・プロジェクトで作成され
たセミナー・レポートの内
容

・ＣＴＣとＲＴＣで情報交
換に携わる適格なスタッ
フの数

8. 機器・機材の数と項目

＜投入＞
（日本側）
1. 専門家の派遣
・長期専門家
チーフアドバイザー、業務調
整、水資源管理、高度化浄水
処理、水運用制御、無収水量
管理、営業事務

・短期専門家
水源管理、最適浄水管理、最
適水運用、科学的漏水防止、
営業オンライン導入

2. カウンターパートの受入れ
・水道事業体における研修
・研究機関における研究
・セミナーや上級管理者研修
3. 先進技術の移転のための機

材供与

左記の「高度かつ適切な技術を適用するの
に十分な知識を持つ技術者および管理者」
をＮＷＴＴＩにおいて何らかの研修を修了
した者とみなすと、長期的には、かなりの
量的な効果が期待できる。現在のペースで
研修が実施されていくとすると、５年後に
は、設立当初からの累積ベースでほぼ2000
名の人材が養成されることになる。

1. 受講者による研修時の評価、受講者派
遣元による事後評価ともに高い。

2. 全体的に当初予定した水準に達してい
る。

3. 当初予定以上に行われた。
4. テレビや新聞で本プロジェクトの模様
が幾度か取り上げられている。

5. ・延べ 59 回のサブコースの実施（60
回）、合計受講者数1050名（955）、延
べ実施日数516日（670）：注（　）内
は、当初目標値。

・調査団専門家によれば、カリキュラ
ム・教材の質も妥当である。

・研修の最終回でみると、カウンター
パートを含むＭＷＡ・ＰＷＡの職員
で半分以上、大学など外部機関を含
めたタイの人材で８割の講師をカ
バーしている。

6. ・33項目の研究が実施された。
・研究テーマ、研究結果共に、全体的
に望ましい水準に達している。

・調査団専門家によれば、カウンター
パートも自力で研究開発を進められ
る状況にある。

7. ブリーフィングセッションが35回、特
別講義・研修・ワークショップが17回
と当初予想された以上に開催されてい
る。

8. 一部搬入の遅れた機材もあったが、全
体としてよく活用されている。

＜投入実績＞
（日本側）
1. 専門家の派遣
・長期専門家
左記の７分野の「営業事務」を除く６
分野に計13名の専門家が派遣された。
（「営業事務」は、短期専門家により対
応した）

・短期専門家
左記の５分野に対し、計47名の専門家
が派遣され、終了までにもう２名派遣
の予定である。

2. カウンターパートの受入れ
これまでに20名の研修員を受け入れ、
左記の研修を実施した。終了までにも
う２名受入れの予定である。

3. 先進技術の移転のための機材供与
４億1100 万円程度の機材が供与され
た。

4. このほか、Songkhla ＲＴＣの建設に
760万円、Non Song Hong Waterworks
の修繕に1330万円が支出された。
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また、経常支出としても、4910万円が
支出された。

（タイ側）
1. ＣＴＣ、Chiang Main ＲＴＣ、Khon

Kaen ＲＴＣは予定どおり提供された。
Songkhla ＲＴＣの建設について：
センターの建物は、建設地の変更やタ
イの経済危機により、約２年遅れて完
成した（タイ側の支出は、4600万バー
ツ）。

2. これまでの５会計年度の総額で、約
1770万バーツが支出された。

3. 最終的に34名のカウンターパートと
若干の補助スタッフが配置された。

4. 必要に応じ、適宜雇用された。

4. 機器・機材
1. 必要な機器・機材のリスト

の作成
2. 機器・機材の配置

（タイ側）
1. 建 物 と 施 設 ： Ｃ Ｔ Ｃ ,
Chiang Mai ＲＴＣ, Khon
Kaen ＲＴＣ , Songkhla
ＲＴＣ
Songkhla ＲＴＣの建設につ
いて：
センターの建物は、タイ側に
より1996年９月までに建設
される予定である。Nakhon
Si Thammarat Mechanical
Center、第５地域事務所、そ
して Had y a i  S o n g k h l a
Waterworks Officeが、建設
の完了まで代替的に使用さ
れる予定である。

2. 研修、研究開発、そして情報
交換に必要な予算と施設の
運営に必要な経常予算

3. カウンターパートと補助ス
タッフの配置

4. 計画された研修に対して必
要な講師の雇用

プロジェクトの要約 指　　標 指標の実績 外部条件
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第５章　プロジェクトの評価

５－１　目標達成度

フェーズⅡで掲げた目標は十分達成されている。研修はタイ側カウンターパートが行うことが

できるようになっており、十分のようであるが、やはり経験のないことを教えることは難しい。こ

の点がタイ側の不利な点である。このため日本のアドバイザーが援助したことになる。

目標の達成度はあるべき水準に達しているが、さらによくするには、中央訓練センター

（ＣＴＣ）と各地方訓練センター（ＲＴＣ）の受講者のレベルの向上を考えることが必要で、このこ

とがやりにくい状況につながったようである。また、浄水、水運用、漏水防止の３分野で共通し

ていることであるが、研修期間が費用や実務を離れることができる期間の関係から３週間が２週

間になったことは少々無理があり、この点カリキュラムで予定した達成度を困難にしている。

目標達成にあたって、当初想定されていなかった事態にタイの経済危機がある。このため、ソ

ンクラ地方訓練センターの施設の完成がプロジェクトの後半になり、暫定的な会場での研修など

を余儀なくされた。

プロジェクト期間中にタイにおいて新たな水質問題が社会問題となるなど、社会的な条件は変

化しつつある点に留意が必要であろう。

５－２　効果

ここでの「効果」とは、プロジェクト活動によりもたらされた、プロジェクト目標もしくは上位

目標のレベルに匹敵するような長期的な効果（当初意図されないものも含む）である。効果は、政

策・経済・社会／文化・技術・環境などの多様な観点から検証される。

はじめに、上位目標に掲げられたような効果は、すでに上記のプロジェクトの実績（「４－４　

上位目標の達成見込み」）でみたように、発現しつつある。これ以外には、当初予定しなかった大

きな効果やその可能性は特に確認されなかったが、以下のようないくつかのプラスの影響が見受

けられる。

（1）最近、多くの近隣諸国が、ＮＷＴＴＩ（ＣＴＣやＲＴＣ単体を含む）に視察団や研修員を派

遣している（例：「第三国研修」）。その結果として、これらの国々のなかからＮＷＴＴＩをモ

デルとした研修センターを設立しようという動きがあり、これは、他国に対する水道事業関

連の人材養成面での本プロジェクトの間接的な効果といえる。

（2）本プロジェクトにおける研修実施を通じて、日頃別々に活動していたＭＷＡとＰＷＡの両

職員の間に交流が生まれた。今後、ＮＷＴＴＩの組織としての存続のいかんにかかわらず、研

修や研究に関する意見交換や技術交換が継続するだろうと思われる。
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（3）正式なカウンターパートではなかったが、事実上ＮＷＴＴＩの研修事務局としてプロジェ

クトに参加したＭＷＡとＰＷＡの両職員は、本プロジェクトでの研修運営を通じ、研修管理

のスキルを身につけたと思われる。

５－３　実施の効率性

（1）投入のタイミングの妥当性

1） 日本側

a） 専門家派遣

専門家の派遣期間には、長期と短期がある。派遣の時期については早いほうがよかっ

たので、特に問題はなかった。しかし、短期専門家が担当したテーマとその期間などに

ついては検討の余地があった。さらに短期派遣の専門家は、担当する分野が細かく、そ

の分野に最適という人を派遣することは難しい。この点については日本側の事情もある

など人選が難しく、実務との関係や派遣できる都市とその専門分野が一致するかどうか

という問題もあったが、これはやむを得ないところである。

b） 機材の供与

特に Gas Chromatograph Mass Spectrometer（ＧＣＭＳ）については別に述べているの

でここでは省略するが、機材の供与は研究開発に必要なものは供与され、その時期もほ

ぼ妥当であった。機器の内容についても取り扱いについても全般的には妥当であり、研

究開発に役立っている。また、フェーズⅠで投入した機器との重複や不足もなく、過不

足なく活用された。特に補器、付属品など種類が多いが、これらについても、プロジェ

クト期間中は故障の修理も遅滞なく行われ、問題はない。またこれらをタイで調達した

点もよいことである。

c） 研修員の受入れ

日本への研修の受入れとタイでの研究開発との期間が重なってしまうという問題も起

きたが、代りの人に担当させるなどして研究を進めることができた。

研修員の受入れもタイにはない経験をさせるという意味から、本来はもっと多く受け

入れることができると望ましいが、おおむね予定どおりに研修員を受け入れることがで

きた。また、各都市を回ることにより内容が幅広くなり、当初の計画に沿ったものとなっ

た。
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d） ローカルコストへの補助

日本側からローカルコストへの補助はなかったので、特に問題はない。

2） タイ側

a） 土地施設の提供

ソンクラでの土地施設については時期に遅れがみられたが提供はされた。また研修に

おける見学を含めて施設の便宜は図られた。

b） カウンターパートおよび関係職員の配置

元々地方においてはカウンターパートおよび関係職員の配置は職員のレベルもあわせ

て行う必要があり、難しい面もあったが、研修、研究開発に支障の出ることはなく実施

できた。

c） ローカルコストへの補助

特に研修の負担が激しく、短縮などの措置がとられたが、一応当初の目標どおりに研

修をすることができた。

（2）成果からみた投入の質・量の妥当性

1） 日本側

a） 専門家の派遣

これについてはテーマに必要な人員は確保され、ほぼ満たされたが、短期専門家のな

かには、必ずしもテーマについて十分でない例もみられた。すなわち日本側にも派遣す

るまでの期間や人選などに難しい面もあるからである。特に短期専門家においてはこの

傾向があった。なお、短期専門家の期間はテーマにもよるが、期間が短く成果が出にく

い面があった。しかし多くのテーマをほぼ達成しており、受講生の知識、内容に対する

理解度もあがっているようなので妥当であった。

b） 機材の供与

機材の供与はおおむね順調であったが、予算の都合とはいえ、早く投入すればそれだ

け役に立ったものもある。研修に使う機器は種類が多く消耗品もあるので、これらをも

う少し多くしておいたほうがよかった。ＧＣＭＳなどの投入の遅れは残念であったが、

今後も実際に活用できるものであり、さらにこの使用法も 1999年８月までに研修が行わ

れるとのことなので、それほどのマイナスにはならない。全般的に、多くの機器が活用
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され質量ともに妥当であった。

c） 研修員の受入れ

日本への研修員派遣のメリットは、研修内容でタイにないものを体験でき、理解が深

められる点にある。水運用や高度浄水処理は現実のやり方をみることにより、カウン

ターパートとして研修の効果があがると考えられる。具体例では、水運用のなかの需要

予測などはタイでは行われておらず、しかも抽象的概念でもあることが、わかりにくい

点である。日本で実際に使っている現場をみることにより、初めて理解することができ

る。さらに日本側のエキスパートによると、まだ日本に派遣したい人も多いとのことで

ある。その件に関しては、予算上の制約などもあり、ひとまず人数については、これで

よいとすべきであろう。また、その成果についても効果があったようである。日本側で

も実務のなかで研修をするというような仕組みにおいて、いくつかの都市の成果をみる

ことにより、現実を理解することができた。また、カウンターパートも成果があったと

いうことなので、妥当であったといえる。

d） ローカルコストへの補助

特に日本側からのローカルコストへの投入はなく、当初の予定どおりである。

2） タイ側

a） 土地施設の提供

ソンクラのＲＴＣ建設予定は遅れはしたが完成した。この遅れにより無収水量管理の

コースに不便さがあったが、浄水場内の一部を利用することにより実際に研修を実施す

ることができた。予定どおり完成することが望ましかったが、経済上などの問題もあり、

このプロジェクトの期間中に実施できたことから、おおむね目的を達成している。

b） カウンターパートおよび関係職員の配置

ＣＴＣにおいてはカウンターパートの配置人数は問題なかったが、ＲＴＣにおいては

十分ではなかった。これは旅費など経費の問題および地方の抱える職員の問題があった

ためだが、外部講師などの活用も決して悪いことではなく、予定どおりのことである。今

後もこのような研修が行われるのは当然であると思われる。

c） ローカルコストの支出

機材へのローカルコストの補助は供与した機材の保守点検・修理などをタイ側がどの
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ようにできるかという点が問題であるが、プロジェクトの期間中にはごく一部のものを

除いて問題はなかった。問題があったのは研修にも調査研究にもよく使う超音波流量計

の付属品のセンサーであったが、これは取り立ててというものではなく、ほとんど問題

はなかった。

（3）無償資金協力など他の協力関係とのリンケージ

このプロジェクト（フェーズⅡ）は終了するが、第三国研修は引き続き行われるので、この

フェーズⅡの成果を継承できるようにすることが必要である。また、研修員の日本への受入

れなども、できる限りの便宜を図っていくべきである。そのことがこのプロジェクトの成果

をさらに効果的にするものである。

５－４　計画の妥当性

相手国の開発政策との関連性といったマクロの視点や詳細計画の合理性・実現性というミクロ

の視点から、計画の妥当性をみる項目である。本件は、主に以下の３つの点からみて妥当性の強

いプロジェクトである。

（1）タイの開発政策との関連

タイの第８次国家経済社会開発計画（1997～ 2001年）では、水道事業を重視しており、各所

でこれに関連した記述がある。これらの施策推進のためには、水道技術者や管理者の育成が

必須であり、その意味で本件の国家的な見地からの重要性は高いと思われる（以下に、上記計

画からの抜粋を示す）。

「第６部　人間開発・生活水準向上のための経済力向上」

第３章　世界市場の変化に対応する生産基盤の確立

３．生活水準・生産性向上のためのインフラ整備

３－６　水源開発と用水確保

・各地の流域や生態系の潜在力を利用しての水資源の開発

・既存の水資源の維持管理に関する官民協力の推進

・都市部での水供給の拡大への民間部門の参入の促進

・本計画期間中に無収水量の割合を 25％に抑えるための運営管理システムの効率性の

向上

・地域間格差・事業観格差によるコストの違いを反映した水道料金の調整

・水の経済的利用に向けての官民の協力の推進

・水資源管理、水不足や洪水の解消、水質管理に関する政策や計画の策定を管轄する

水資源開発機関の設立
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（2）受益者（実施機関）のニーズへの対応

本件の事前調査の際に行われたサーベイによると、プロジェクト開始後の５年間における、

本プロジェクトの対象となっている５技術分野における人材養成の総需要は、ＭＷＡで 2250

名、ＰＷＡで１万732名と推定されており、大きな需要があった。実際にプロジェクトは、研

修に関する当初目標を達成しているが、これは、この全体需要の一部にすぎない。また現在

でも依然として研修に対する需要は高く、本プロジェクトは、受益者（実施機関）のニーズに

応えるものであり、必要性の高いものであったといえる。

（3）詳細計画

マスタープランやＰＤＭは、「１－５　終了時評価の方法」で触れたように、細部に検討の

余地が残るものの、基本的に論理的なものである。ただ、Ｒ／Ｄへの付属書類などで成果指

標が研修（コースの実施数と受講生の数）については明確化されており、それ以外の分野につ

いては、指標設定がやや弱いように思われる。また、研修については、研修直後に実施して

いるアンケートなどを利用した質の面での指標や、研修運営の自立性を測るような指標（例：

分野別の最終コースにおける講師に占めるカウンターパートの割合）があった方がなおよかっ

たと思われる。

５－５　自立発展性

（1）組織・制度的側面

関係者へのインタビュー、特にＭＷＡとＰＷＡの両副総裁によると、少なくともこれから

１～２年は、ＮＷＴＴＩは現在の形態を保つのではないかと思われる。ただ、関係者の間に

は、多少見解の差もあり、また、本来ＮＷＴＴＩは、特定の法律の裏づけや独自の定款を持っ

た機関ではないため、将来の位置づけには不確定なところがある。さらにより長期的な、水

道事業体自体の組織改編の動きなどもあるとのことなので、そうした上位機関の組織再編が

ＮＷＴＴＩの位置づけに影響を与えることも必須である。

しかしながら、厳密にはＮＷＴＴＩ自体が、ほとんど選任の職員のいない、その場限りの

ような文字どおりのプロジェクトである。その意味として、仮にＮＷＴＴＩが解散する事態

になったとしても、築かれた研修の基盤や体制は、そのままＭＷＡ・ＰＷＡの両機関に受け

継がれることと思われる。したがって、実質的な組織・制度上の持続性は低くないといえる。

（2）財務的側面

本プロジェクトの財務的な自立発展性は高い。過去５年間、上位機関であるＭＷＡ・ＰＷＡ

は、継続的に強力な支援を続け、建設費などを除いた経常的費用だけでも、両機関の合計で
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毎年、平均 200万バーツ（１バーツは約3.4円、評価調査時）が投入されてきた。また、ＰＷＡ

は、ソンクラＲＴＣの建設のために、約4600万バーツを投入した。これらの投入は、日本側

の年平均約 1000万円の経常支出、760万円のソンクラＲＴＣへの建設支援と比較しても、決

して小さな規模ではない。

こうした過去の実績に加え、両機関は問題のない財務状態にある。ＰＷＡは、1996年度は

損益がほぼ均衡しているものの、過去 10年にわたり年平均で200万バーツ以上の利益をあげ

ている。ＭＷＡも、1996年度に約９億 5300万バーツ、1997年度に約 15億 8300万バーツの利

益を計上している

（3）技術的側面

調査団の専門家によるインタビューにより、タイ側が大学や政府機関の支援も受けながら

今後も自力で、今までとほぼ同様な研修を実施できることが確認されている。上記の年度利

益の各分野で行われた研修の最終回における講師の割合は、平均でみると、カウンターパー

トを含むＭＷＡ・ＰＷＡの職員で半分以上、大学など外部機関を含めたタイの人材で８割を

カバーしている。また、カウンターパートに対して実施したアンケートでは、彼らが今後も

ＭＷＡ・ＰＷＡの両機関にとどまる意向が確認されている。過去においてもカウンターパー

トの両機関以外への人材流出はほとんどみられない。これらの事実から、技術的な自立発展

性は高いと思われるが、ただ、機材の維持管理体制に関しては、充実しているとはいえず、こ

れを強化する必要が感じられた。
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第６章　提言

６－１　終了に向けての課題

フェーズⅡに関しては、当初目標を上回る成果を収めて終了しようとしている。研修に関して

はタイ側において自立的に企画運営し得るレベルに達したと認められる。５年間の成果を整理し、

タイ側に引き継ぐことが望まれる。

設備・機器類については、現在技術移転中のものがあり、今後日本人専門家のサポートなしに

操作できるようにする必要がある。また、プロジェクト終了後の設備・機器類の管理についてタ

イ側と最終的なまとめを行い、将来とも有効に活用されるよう期待したい。

将来的な課題と方向、すなわち、フェーズⅡ終了後の研修、調査研究、情報交換などについて、

日タイ間で、詰めた議論を行い、整理していくことが望まれる。

水質の分析技術については、本プロジェクトでは水源管理と浄水処理の２つの分野で取り組ま

れた。高度な機器分析にあっては、分析技術のための研修を設定するほうが効率的と思われるの

で、今後の研修のあり方について意見交換を行っておくことが有用と思われる。

なお、個別の課題事項は下記のとおりである。

（1）機材の活用方法の習熟

一部ではあるが、やや遅れて導入された機材（Gas Chromatograph Mass Spectrometer：

ＧＣＭＳ）がある。プロジェクト期間終了まで残り３カ月程度であるので、今後機材を有効に

活用していくために、タイ側カウンターパートへの技術指導が早急に行われるべきである。

（2）研修教材および研究成果のレビューとまとめ

テキストは、ほとんどのものがタイ語に訳されているが、一部英語のものもあり、これを

タイ語にする必要があるだろう。また、研究開発などの自主的推進、特に現実の施設との整

合を考えて、新しいテーマを選択し、推進する体制を考える必要がある。

６－２　協力延長とフォローアップについて

本プロジェクトは当初の計画どおりプロジェクトが推移しており、プロジェクト終了までには

すべての協力分野における計画は達成される見込みである。また、タイ側実施機関のＭＷＡ、

ＰＷＡともに水道分野におけるＮＷＴＴＩの重要性についてはよく認識しており、本センターを

タイ側が独力で運営管理することには問題ないと思われる。このため、本プロジェクトの延長、

フォローアップの必要はないと考えられる。当面、プロジェクト終了後、1999年度から 2001年度

までは、第三国研修および短期専門家派遣による協力を継続し、ＮＷＴＴＩのタイ側の実施状況
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によっては、必要に応じ個別派遣専門家の派遣などの協力の可能性を検討すべきである。

６－３　長期的な課題

長期的な課題としては、下記の点が考えられる。

（1）ＮＷＴＴＩの現在の組織・体勢の維持

前記の「５－５　自立発展性」でも触れたように、今回の調査により、今後ＮＷＴＴＩの位

置づけが必ずしも現状のままとは限らないことが確認された。おそらく、研修や研究活動は、

仮にＮＷＴＴＩが解消されたとしても、ＭＷＡ・ＰＷＡで個別に実施されていくであろうと

思われる。しかしながら、タイ国内の水道事業については、法体系の整備も含め、必ずしも

統一的な技術基準が整っておらず、地域格差、組織間格差も大きい（ＭＷＡ・ＰＷＡ以外の数

多くの小規模な水道事業体が国内に散在している）。したがって、国全体の水道技術の向上と

標準化、さらには、東南アジア地域での水道技術の向上の観点から、今後もＮＷＴＴＩが現

在のような組織として維持されることが望ましい。

（2）日タイ間のさらなる技術交換・共同研究の検討

本プロジェクトは成功裏に終了すると思われるが、タイの水道については、いろいろな課

題が残っており、研修・研究についても同様である。したがって、長年の協力の結果培われ

た交流の基盤を最大限に有効活用し、今後も何らかの形で日タイ間での技術交換・共同研究

を行うことには大きな意義がある。両国間の人の交流を促進する機会としては、現在予定さ

れている「第三国研修」がある。

（3）研修実施体制の継続

このような研修は継続されることに意味があるので、継続されるシステムが十分作られて

いることが重要である。今までの研修にあったプログラムは比較的継続しやすいし、引き継

がれていくように思われる。また、研修や、研究開発は最終的には実際に生かされないと意

味がないので、実施計画の作り方、制度の整備の重要性を認識させる必要がある。



- 61 -

第７章　教訓

以下、本プロジェクトの評価から得られた、今後の同種のプロジェクトを一般に有用と思われ

る教訓を列記する。

（1）プロジェクトの目標の明確化

本件においては、カウンターパートと専門家、ならびに首都圏水道公社（ＭＷＡ）・地方水

道公社（ＰＷＡ）を中心とする関係者の努力により、大きな成果が得られたが、これは、プロ

ジェクト開始の時点で、特に研修に対する量的な目標が明確化されていたことによるところ

が大きい。目標の明確化は、プロジェクトの運営管理をいろいろな面で効率化しかつ高い成

果に結びつくので、今後は本件のように、早い時機に（具体的には、開始後半年以内）目標を

具体化しておくことが望ましい。ただ、研修などは、参加者の職場など現場での有効性の大

きいことが最も重要であるので、研修直後のみならず事後的なアンケートも実施することも

計画し、さらにその評点をあらかじめ目標に組み込んでおけば、研修の質に関する部分も補

完される。また、研修運営の自立性を測るような指標（例：分野別の最終コースにおける講師

に占めるカウンターパートの割合）を設定することが望ましい。

（2）モニタリングの充実

（1）とも関連するが、詳細な計画立案のうえに、定期的なモニタリングを的確に行うことが

最終成果の向上につながる。その意味では、本プロジェクトでは、年次活動計画などを利用

し、たびたびモニタリングが行われていたが、従来の四半期報告を中心としたプロジェクト

管理は必ずしも十分ではないと思われるので、モニタリングにふさわしい書式（「モニタリン

グ調書」）を導入したうえで、ＰＤＭ・ＰＯなどにリンクしたきめの細かい進捗管理を行うこ

とがより望ましい。

（3）カウンターパートが十分に活動できる体制づくり

本プロジェクトの反省点の１つは、その期間の前半にプロジェクトに参加できるカウン

ターパートが少なかったことである。これは、主にカウンターパートがプロジェクト専従と

なることにより、経済的な不利益を被ることや水道事業の現場から離れることの悪影響への

懸念などがあったためと思われる。結果的に、研修・研究を行っている時期以外は、カウン

ターパートのプロジェクトへの参加を週２～３回程度の勤務に限定することにより、問題は

軽減され、カウンターパートも十分にプロジェクトに参加できるようになった。今後は、同

様なケースが他の国で起こり得ることを想定し、当初からカウンターパートが十分に活動で
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きる体制を整えておく必要がある。

（4）事業運営

調査研究については、予算・人員の制約もあり、大規模・広範囲のテーマ設定は期待でき

ず、したがって、タイ水道が直面する課題に十分応えられるレベルではない。原水の水質管

理のあり方や、漏水防止の実施上の戦略づくりのようなテーマでは、相当の予算措置を伴う

プロジェクトとして取り上げる必要がある。事業運営面での課題および対策の整理が十分で

ないままのテーマを設定した分野では、研修成果が実績の向上に必ずしも結びついていない。

たとえば、漏水の少ない管路を構築するための戦略を立て、その一環として漏水探知の研修

を位置づけることが望まれる。

事業の政策決定のためには、研修という形式よりはセミナー、共同作業による方針案の策

定などの手法が適切であろう。

（5）水道事業をとりまく状況

水道事業を取りまく環境は急激に変化しており、時代に即しての活動が必要になっている。

すなわち、①民営化・民活の世界的動向、②事業運営における情報の開示と需要家の参加、

③ダイオキシン・内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）─なども水道として取り組まざるを

得ない時代を迎えている。また、膜処理をはじめ新技術の適用可能性が拡大しつつある。特

に民営化については、水道事業の基盤を直接左右する重要課題であり、日本としても注視し

ていく必要がある。

世界的に水問題は深刻で緊急を要する課題として認識されている。外務省では地球上の水

資源問題についての考察をもとに、今後の日本の取り組みについて検討されている。水道に

ついても、「日本として世界的にどのような取り組みを行うことが適切か」「タイの水道につい

て、日本はどのような関係を築いていくのが適切か」というような、広い立場での考察を行

い、順序立てての技術協力を展開することが望まれる。特にタイのように、かなりの部分ま

ではタイ側において実施できるレベルの国では、交流、共同研究などの分野も含めての総合

的なプランニングのもとに、個々の分野での交流・協力を深めることが望まれる。
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